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1. 業務概要 

(1)  業務の目的 

「滋賀医科大学職員宿舎整備計画 基本方針」 に基づいて、老朽化が著しい南笠職員宿舎・

矢倉職員宿舎・看護師宿舎等の整備・集約を行い、土地・建物の有効活用及び高度利用を図り、

併せて、民間付帯施設やレンタルラボを併設することで事業の収益性を高め、地域・企業・大

学が交流する場を整備し、本学が第４期中期目標・中期計画で掲げている「地域医療のサステ

ナリビティ」を実現する共創拠点（イノベーション・コモンズ）を目指す事業の実施について、

PFI・コンセッション手法活用の可能性を検討する。 

(2)  計画地の状況 

本事業において対象となる施設は３つの団地に分布しており、それぞれの立地状況は以下に

示すとおりである。 

表 1.1：敷地状況（一覧） 

団地名 南笠団地 

所在地 草津市笠山７丁目字新池８７－７ 

敷地面積 16,000 ㎡ 

建築面積 1,692 ㎡ 

用途地域 第１種住居地域 

建蔽率・容積率 60％・200％ 

団地名 月輪団地 

所在地 大津市瀬田月輪町 

敷地面積 233,018 ㎡ 

建築面積 47,360 ㎡ 

用途地域 第１種中高層住居専用地域 

建蔽率・容積率 60％・200％ 

団地名 矢倉団地 

所在地 草津市東矢倉３丁目字山田 494 ｰ 4 

敷地面積 4,493 ㎡ 

建築面積 823 ㎡ 

用途地域 第１種中高層住居専用地域 

建蔽率・容積率 60％・200％ 
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図 1.1：取り壊し建物の位置図（一覧） 

 

(3)  対象施設（取り壊し予定建物） 

本事業の対象施設（取り壊し予定建物）は以下に示すとおりである。 

表 1.2：取り壊し建物一覧 

団地名 棟名 構造・階数 面積 

南笠団地 職員宿舎Ａ棟 ＲＣ造５階建 1,037 ㎡ 

職員宿舎Ｂ棟 ＲＣ造５階建 1,037 ㎡ 

職員宿舎Ｃ棟 ＲＣ造５階建 1,195 ㎡ 

職員宿舎Ｄ棟 ＲＣ造５階建 1,852 ㎡ 

職員宿舎Ｅ棟 ＲＣ造５階建 1,230 ㎡ 

職員宿舎Ｆ棟 ＲＣ造５階建 1,230 ㎡ 

機械室１ ＲＣ造１階建 84 ㎡ 

機械室２ ＲＣ造１階建 84 ㎡ 

月輪団地 

 

看護師宿舎１期 ＲＣ造５階建 2,407 ㎡ 

看護師宿舎２期 ＲＣ造５階建 1,509 ㎡ 

看護師宿舎３期 ＲＣ造５階建 1,625 ㎡ 

看護師宿舎 1996 ＲＣ造５階建 733 ㎡ 

職員会館 ＲＣ造 1 階建 373 ㎡ 

国際交流会館 ＲＣ造 3 階建 998 ㎡ 

矢倉団地 職員宿舎（１号） ＲＣ造５階建 1,957 ㎡ 

職員宿舎（２号） ＲＣ造５階建 2,160 ㎡ 

  

月輪団地（看護師宿舎） 

・1977～1979 年建設（一部 1996 年） 
・１７８戸 

南笠団地（職員宿舎） 

・1977～1980 年建設 
・A 棟：20 戸、B 棟：20 戸 
・C 棟：20 戸、D 棟：30 戸 

・E 棟：20 戸、F 棟：20 戸 

矢倉団地（職員宿舎） 
・1974 年建設 
・１号棟：30 戸、２号棟：30 戸 

草津 JCT 

草津上田 IC 

立命館大学 

滋賀医科大学 
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1)  南笠団地 
南笠団地内には、表 1.3 に示すとおり職員宿舎 A 棟から F 棟及び、機械室１及び２が立地

している。 
取り壊し対象建物は、本敷地内の８棟全てが整備対象である。 

表 1.3：南笠団地の職員宿舎概要 

団地名 棟名 構造・階数 面積 

南笠団地 

（８棟） 

職員宿舎Ａ棟 ＲＣ造５階建 1,037 ㎡ 

職員宿舎Ｂ棟 ＲＣ造５階建 1,037 ㎡ 

職員宿舎Ｃ棟 ＲＣ造５階建 1,195 ㎡ 

職員宿舎Ｄ棟 ＲＣ造５階建 1,852 ㎡ 

職員宿舎Ｅ棟 ＲＣ造５階建 1,230 ㎡ 

職員宿舎Ｆ棟 ＲＣ造５階建 1,230 ㎡ 

機械室１ ＲＣ造１階建 84 ㎡ 

機械室２ ＲＣ造１階建 84 ㎡ 

 

2)  月輪団地 
本学に隣接する看護師宿舎、職員会館及び国際交流会館が、としこわし建物である。その概

要を表 1.4 に整理する。 

表 1.4：月輪団地の職員宿舎概要 

団地名 棟名 構造・階数 面積 

月輪団地 看護師宿舎１期 ＲＣ造５階建 2,407 ㎡ 

看護師宿舎２期 ＲＣ造５階建 1,509 ㎡ 

看護師宿舎３期 ＲＣ造５階建 1,625 ㎡ 

看護師宿舎 1996 ＲＣ造５階建 733 ㎡ 

職員会館 ＲＣ造 1 階建 373 ㎡ 

国際交流会館 ＲＣ造 3 階建 998 ㎡ 

 

3)  矢倉団地 
本学から離れた場所に位置する矢倉団地のとしこわし建物の概要を表 1.5 に整理する。 

表 1.5：矢倉団地の職員宿舎概要 

団地名 棟名 構造・階数 面積 

矢倉団地 職員宿舎（１号） ＲＣ造５階建 1,957 ㎡ 

職員宿舎（２号） ＲＣ造５階建 2,160 ㎡ 
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(4)  本事業の内容 

瀬田月輪団地に隣接する南笠職員宿舎は経年により老朽化が進んでおり、改修又は改築が必

要である。瀬田月輪団地の看護師宿舎については、改修又は南笠職員宿舎への集約計画してい

る。矢倉職員宿舎については、市の公営住宅建替基本計画への協力もあり、廃止・取り壊しの

予定であるが、本学における新たな人材確保、グローバル対応等、本学事業 を円滑に実施する

うえで、職員宿舎は必要である。よって、瀬田月輪団地に隣接する南笠職員宿舎をコンセッシ

ョン事業により改築するとともに、看護師宿舎・国際交流会館も含めた宿舎機能の集約を行い、

共創活動の場として整備を行う。 

宿舎に国際交流施設としての機能を持たせ、留学生と職員・学生・研究者が集える集会室や

多目的ホール、グローバルな視点での課題解決や、医療従事者間の交流によって新たな医療的

解決策の創造を支援するコモンズを設け、総合診療医など広い視野の医療人を育成する。また、

民間付帯施設（介護福祉施設（サービス付高齢者住宅、ケアハウスなど）、飲食関係店舗、ドラ

ッグストア、教育施設（学習塾、民間学童施設、保育施設など）とレンタルラボを同敷地内に

併設する。民間付帯施設は、周辺施設利用者にとって利便性の高い施設とし、周辺施設と大学

で新たな価値を創造する共創空間として整備する。民間付帯施設として介護福祉施設致ができ

れば、高度医療の提供・教育・研究を担う人材と、看護ケアシステムの推進を担う人材とが集

う実践的な場を整備でき、近隣の県社会福祉センターとの連携を創り出すことができる。 

また、滋賀県の事業にて当該敷地の隣接道路は今年度２車線から４車線に拡張される予定で

あり、将来的には、琵琶湖岸沿いまで道路が延長される計画もあり、交通量の大幅アップが見

込め、民間付帯施設のニーズの高まりが期待できる。 

本学では現在、複数の医療系企業や化学系企業や三重県亀山市や滋賀県野洲市と共同研究講

座（医用材料、次世代機能性材料、難治性疾患に関する研究等）を開設しており、将来的には

研究規模・研究数の拡大を想定しており、レンタルラボを整備することで、企業や地方自治体

と共同研究を拡大し、宿舎に住む若手研究者、留学生、実習学生、職員が共同研究に参画する

ことで、地域を中心とした産学官連携強化・グローバルな人材の育成を実現する。また、大学

発ベンチャー・スタートアップの拠点として活用し、最先端のイノベーションの創出を実現す

る。地域連携という観点では、本学は現在、滋賀ダイハツアリーナをホームとする Bリーグの

滋賀レイクスターズと、スポーツ、教育、研究、医療等の分野において相互に連携と協力を行

い、地域の発展と健康増進に貢献していくことを目指し、包括的な連携協力協定を締結してい

る。アリーナを運営する滋賀県とは駐車場の相互利用の協定を締結しており、引き続き地域関

係者との連携・協同的な取組を進める予定である。 

 

(5)  当初想定する事業スキームの概要 

利用料金収入が見込める宿舎が主たる施設となる特性を活かし、民間事業者の資金により施

設を整備し、大学への譲渡後に運営権を設定する BT＋コンセッション方式かつ事業者の創意工

夫による収益をもとに施設整備・運営する独立採算型を前提とする。このスキームにより、財

政負担を抑えながらも安定した維持管理運営を行い、入居者へのサービスを高める事業とする。

さらに、レンタルラボを包括して事業化することで、民間事業者の運営面のノウハウ等を最大

限活用し、本事業の目的達成に寄与する。 

なお、事業者提案が可能な民間活用地収益事業において土地の貸与があった場合は借料収入

を自己財源として充当する。 

以上の事業スキームを当初想定して、市場調査（マーケットサウンディング）を通して、実現性を検証

する。 
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2. 事業手法や要求水準の検討 

(1)  本計画に関連する大学における計画 

1)  第４期中間計画 

① 社会との共創に関する目標を達成するための措置 
・ 地域医療に強い意欲を持つ医学科の地域枠学生を選抜し、地方自治体や地域の医療機関

等と連携しながら教育プログラム（地域医療重点コース）を策定・実行することにより、

地域医療を牽引するリーダーの育成を視野に入れ教育を行う。あわせて看護学科の新卒

訪問看護師コース、大学院高度実践コース、さらには卒後の出向プログラムを充実させ、

訪問看護を中心に、地域の保健・医療の充足と質向上に主体的に貢献できる人材を育成

する。 

評価指標 

①地域枠学生（滋賀県医師養成奨学金受給学生）の卒直後の県内就

職率「県内就職率を６年間平均 90％以上とする」 

②県内訪問看護従事者数「県内訪問看護従事者数を６年間平均 2.8

名以上とする」 

 
・ 地域における医療イノベーションのエコシステム構築を見据え、大学－地域産業間のシ

ーズやニーズのマッチングと連携を推進するために、コンソーシアム等の組織体を構築

し、これを中核として地域における産業の振興や保健・医療課題の解決に貢献する。 

評価指標 

①シーズ・ニーズの数「シーズ・ニーズともに６年間で累計 100 件

以上とする」 

②開発に関与した製品・サービスの数「開発に関与した製品・サー

ビスの数を６年間で２倍以上とする」 

 

2)  研究に関する目標を達成するための措置 
・ 本学の特色ある研究と社会的要請等を考慮して重点研究領域を選定し、産学官金連携や

臨床研究支援等の強化を行い、基礎研究の成果を臨床応用することで、現代社会が直面

する医学的課題の解決に寄与し、メディカルイノベーションに貢献する。 

評価指標 

①知的財産関連収入「知的財産関連収入を６年間で２倍以上とする」 

②プレスリリースに基づく研究関連報道件数「プレスリリースに基

づく研究関連報道件数を６年間で 20％以上増加させる」 
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3)  その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項に関する目標を達成するための措置 
・ 質の高い高難度急性期医療を安全かつ安定的に提供することにより持続可能な地域医療

体制の構築に寄与するために、地域（県）内での「最後の砦」として大学病院が機能す

ることを目標として、院内急変に鋭敏に対応できる早期警報体制を構築する。早期警報

体制は特定行為研修を修了した看護師（以下、特定看護師）を中心とした CCOT（Critical 

Care Outreach Team）として構築し、院内急変事例に対する RRS（Rapid Response System) 

起動数を増加させる。 

評価指標 

①CCOT に対応できる特定行為研修修了者数「CCOT に対応できる特

定行為研修修了者数を６年間で累計 10名以上とする」 

②CCOT による病棟回診数「CCOT による病棟回診数を令和９年度に

は週５回以上とする」 

③CCOT からの RRS 年間起動数「CCOT からの RRS 年間起動数を令和

９年度には 21件以上とする」 

 
・ 附属病院に特定看護師の実装を現実的に行い、かつ、実効のある、医療分野を先導し中

核となって活躍できる医療人として特定看護師を役割分担者として育成し、タスクシフ

トを行う。さらに、本計画は病院経営上も持続可能であることを検証する。 

評価指標 

①本学附属病院への特定看護師配置人数「配置人数を令和９年度に

は 50名以上とする」 

②特定看護師によって行われた全身麻酔の年間件数、または全身麻

酔総数に対する割合「令和９年度には、年間件数 900 件以上、ま

たは全身麻酔総数に対する割合 20％以上とする」 

③特定看護師の行った業務より得られた保険加算（麻酔加算 II）の

年額「保険加算（麻酔加算 II）の年額を令和９年度には 4,050 千

円以上とする」 

 
・ 育児・介護等のライフイベントに直面する女性医師のキャリア継続支援（スキルズアッ

ププログラム等）を県内の関連病院と連携して拡充することで、女性医師の離職防止・

復職等を県内広域で支援する仕組みを構築し、地域における女性医師の活躍を促進する。 

評価指標 

①スキルズアッププログラム参加者数「スキルズアッププログラム

参加者数を６年間で累計６名以上とする」 

②スキルズアッププログラム修了者の復職者数「スキルズアッププ

ログラム修了者の復職者数を６年間で累計５名以上とする」 

 
・ 育児・介護等のライフイベントに直面した全ての研究者がキャリアを継続できるよう、

学部学生を研究者に対する研究支援員として雇用配置する「研究者のための研究支援員

配置制度」の活用を促進し、構成員全体の教育・研究・診療活動の持続化を図る。 

評価指標 

①研究者のための研究支援員配置制度を活用した研究者数（延べ人

数）「研究者のための研究支援員配置制度を活用した研究者数（延

べ人数）を６年間平均 34名以上とする」 

②支援員（学部学生）の論文・学会発表・研究会発表等の数「論文・

学会発表・研究会発表等の数を６年間平均 1.5 件以上とする」 
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(2)  第４期中間目標 

1)  社会との共創 
・ 人材養成機能や研究成果を活用して、地域の産業（農林水産業、製造業、サービス産業

等）の生産性向上や雇用の創出、文化の発展を牽引し、地域の課題解決のために、地方

自治体や地域の産業界をリードする。 
 

2)  研究 
・ 地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、研究

により得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進め、

社会変革につながるイノベーションの創出を目指す。 
 

3)  その他社会との共創、教育、研究に関する重要事項 
・ 世界の研究動向も踏まえ、最新の知見を生かし、質の高い医療を安全かつ安定的に提供

することにより持続可能な地域医療体制の構築に寄与するとともに、医療分野を先導し、

中核となって活躍できる医療人を養成する。（附属病院） 
・ 働き方改革の一環として、さまざまなライフイベントに直面する構成員への両立支援策

を推進することにより、女性の活躍を促進するだけでなく構成員全体の教育・研究・診

療活動の持続化を図り、地域医療に貢献する。 
 

(3)  宿舎入居状況等 

1)  南笠職員宿舎 

① 入居条件 
・ 南笠職員宿舎において、各棟の１カ月あたりの宿舎費及び自動車保管場所の利用料金は、

表 2.1 に示すとおり。 
表 2.1：南笠職員宿舎の利用料金一覧 

2024 年 9月 1日現在 

南笠職員宿舎 
建築年月日 

一部屋辺りの床面積・構造 

宿舎費 

（１カ月） 

自動車保管場所

（１カ月） 

Ａ棟 20 戸 
昭和 53 年３月 31 日建築

47.31 ㎡ RC-b 
  

Ｂ棟 20 戸 
昭和 53 年３月 31 日建築

47.31 ㎡ RC-b 
  

Ｃ棟 20 戸 

昭和 54 年９月 20 日建築

47.31 ㎡ RC-b 

63.33 ㎡ RC-c 

 

 
 

Ｄ棟 30 戸 
昭和 53 年５月 11 日建築

57.23 ㎡ RC-c 
  

Ｅ棟 20 戸 
昭和 55 年３月 20 日建築

57.23 ㎡ RC-c 
  

Ｆ棟 20 戸 
昭和 55 年３月 20 日建築

57.23 ㎡ RC-c 
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② 入居状況 
南笠職員宿舎の棟別入居状況は表 2.2 のとおりである。A～C 棟は退去済みである。 

表 2.2：南笠職員宿舎の入居状況 

2024 年 9月 1日現在（単位：戸） 

  A 棟 B 棟 C 棟 D 棟 E 棟 F 棟 合計 

入居数 0 0 0 17 12 13 42 

空室数 20 20 20 13 8 7 88 

総戸数 20 20 20 30 20 20 130 

 

 

 

2)  矢倉職員宿舎 

① 入居条件 
矢倉職員宿舎の利用料金は、表 2.3のとおりである。 

表 2.3：矢倉職員宿舎の利用料金一覧 

2024 年 9月 1日現在 

矢倉職員宿舎 
建築年月日 

一部屋辺りの床面積・構造 

宿舎費 

（1 カ月） 

自動車保管場所

（1 カ月） 

１号棟 30 戸 
昭和 50 年３月 26 日建築 

60.68 ㎡ RC 
  

２号棟 30 戸 
昭和 50 年３月 26 日建築

67.43 ㎡ RC 
  

 

② 入居状況 
矢倉職員宿舎の入居状況は、表 2.4 のとおりである。 

表 2.4：矢倉職員宿舎の入居状況 

2024 年 9月 1日現在（単位：戸） 
 1 号棟 2 号棟 

入居数 24 18 

空室数 6 12 

総戸数 30 30 
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3)  国際交流会館及び国際交流会館別館 

① 入居条件 
国立大学法人滋賀医科大学国際交流会館規程により、表 2.5 に示すとおり入居条件が定め

られている。利用料金などについては、表 2.6、表 2.7 に示すとおりである。 

表 2.5：国際交流会館規定 

対象施設名称 
国際交流会館本館（瀬田月輪団地） 

国際交流会館分館（南笠団地） 

入居資格 

(1) 本学に在学する留学生  

(2) 本学において研究・教育に従事する研究者  

(3) その他館長が適当と認めた者 

入居許可から入居まで

の期間 

入居許可期間の初日から 10 日以内 

入居期間 

原則として１月以上１年以内 

【延長許可】 

館長は，特別の理由があると認められる場合には，

入居期間の延長または１月未満の入居を許可する

ことができる。 

【延長申請】 

入居期間の満了する日の１月前までに入居期間延

長申請書（様式第５号）を館長に提出 

退去 

(1) 入居の許可期間が満了したとき 

(2) 入居の資格を失ったとき 

(3) 入居の許可が取り消されたとき 

(4) 長期休学（３ヶ月以上）となるとき。 

ただし，病気等特別な事情がある場合を除く 

 

表 2.6：国際交流会館の利用料金一覧 

居 室 区 分 施設使用料月額 施設使用料日額 

単 身 室   

夫 婦 室     

家 族 室     

 

表 2.7：国際交流会館の施設使用料金一覧 

【入居又は退去の日が月の中途であるとき】 
居 室 区 分 施設使用料月額 施設使用料日額 

タイプＡ   

タイプＢ   

タイプＣ   
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② 国際交流会館の利用可能室数 
国際交流会館利用者の属性及び家族構成別利用可能室数は表 2.8 のとおりである。 
利用料金等については、表 2.9、表 2.10 に示すとおりである。 

表 2.8：属性及び家族構成別入居可能室数 

（単位：戸） 

属性 
国際交流会館 

計 
単身 夫婦 家族 

留学生 6 4 1 11 

外国人研究生 10 1 2 13 

計 16 5 3 24 

 

表 2.9：国際交流会館分館の施設使用料金一覧 

 

居 室 区 分 施設使用料月額 施設使用料日額 

タイプＤ   

備考 ：月の中途で入居又は退居した場合は，日額に当該月の入居日数を 
乗じて得た額とし、上限は月額とする。 

 

表 2.10：光熱水料等 

各居室の電気，ガス及び
水道の使用料 

居室の専用メーターの使用料金及び基本料金 

共益費 

ゴミ袋等の消耗品及び退去時の清掃費として 

 
※入居期間が６ヶ月以内の者については， 

 

その他 館長が必要と認める経費 

備考：月の中途において入居又は退去する場合の当該月の共益費は、月額を徴収する。 

 

③ 国際交流会館分館の利用可能室数 
国際交流会館分館の利用可能室数は表.2.11 のとおりである。 

表.2.11：入居可能室数 

 国際交流会館分館 

D 棟 202～204 D 棟 303 D 棟 402～404 計 

利用可能
室数 

各部屋を 
2 分割×3 
６部屋 

部屋を 
2 分割×1 
２部屋 

各部屋を 
2 分割×3 
６部屋 

14 部屋 
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④ 入居状況 
国際交流会館及び国際交流会館分館の入居状況は表.2.12 のとおりである。 

表.2.12：国際交流会館及び分館の入居状況 

2024 年 9月 1日現在（単位：戸） 

 
国際交流会館 分館 

A 棟 B 棟 C 棟 計 D 棟 

入居数 7 6 0 13 5 

空室数 9 3 7 19 9 

総戸数 16 9 7 32 14 

 

4)  看護師宿舎 

① 入居条件 
看護師宿舎の入居期間は 5 年と定めている。 

 

② 入居状況 
看護師宿舎の総戸数は、表 2.13 のとおりである。その内訳は、看護部利用可能室数は 178

戸、研修医利用可能室数は 8 戸、宿舎以外の利用可能室数が 10戸（多目的室 4 戸、ゲスト

ハウス 6 戸）となっている。 

表 2.13：看護宿舎の入居状況 

2024 年 9月 1日現在（単位：戸）         

総戸数 178 

看護部使用数 160 

看護部入居数 160 

看護部空部屋数 12 

看護部外使用数 18 

研修医用宿舎 

設置数 8 

入居数 8 

空部屋数 0 

宿舎以外内訳 
多目的室 4 

ゲストハウス 6 
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③ 維持保全費 
南笠宿舎、矢倉宿舎、国際交流会館、看護師宿舎の維持保全費は、表 2.14 のとおりであ

る。 

表 2.14：南笠宿舎、矢倉宿舎、国際交流会館、看護師宿舎の維持保全費 
（単位：円） 

施設名 
維持保全費 

2021 2022 2023 

南笠宿舎    

矢倉宿舎    

国際交流会館    

看護師宿舎    

合 計    

 

5)  ゲストハウス 
ゲストハウスは、看護師宿舎の２階建て部分がゲストハウス（短期宿泊施設）として利用さ

れている。 
国立大学法人滋賀医科大学ゲストハウス使用規程により、ゲストハウスの使用については

以下のとおり定められている。 

① 利用目的 
役職員等の宿泊に使用することを目的としている。 

② 利用条件 
利用できる者 (1) 本学の役職員（学内者） 

(2) 本学に業務又は研修のために来学した者（学外者） 

(3) その他学長が適当と認めた者（その他の者） 

使用料金 表 2.15 のとおり 

使用者の義務 (1) 宿泊室に使用者以外の者を宿泊させないこと。  

(2) 火災その他の災害防止に留意すること。 

休館日 (1) 12 月 29 日から翌年１月３日まで  

(2) その他学長が定める日 

 

表 2.15：看護師宿舎の入居状況 

区分 
使用料 

（１人・１泊・１室あたり） 

使用料 

（２人・１泊・１室あたり） 

学内者   

学外者   

その他の者   
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6)  滋賀医科大学共用スペース 
滋賀医科大学共用スペース管理運用規則により、滋賀医科大学共用スペース（以下、「共用

スペース」という。）の使用については以下のとおり定められている。 

① 使用原則 
共用スペースの使用目的、使用期間、スペース使用料の負担は，別表第１に定めるものと

し、教育及び研究その他本学の円滑な運営に必要と考えられる個人又は複数の教員等に対

して、申請に基づき貸与する。 

② 利用条件 

利用できる者 

(1) 本学職員。 
(2) 本学と学術交流協定又は教育研究連携協定を締結している大

学等に所属する者。 
(3) 本学が受け入れる受託研究員及び民間等共同研究員。 
(4) その他学長が適当と認めた者。 

申請 
共用スペースの貸与を希望する者は、別に通知する期日（学内公募
の場合は、募集締切日）までに学長へ申請。 

許可 
共用スペースの貸与の許可は、役員間で協議し（共同研究講座等で
スペース使用料が必要なスペースは、建築・環境委員会の議を経
て）、学長が決定。 

貸与期間の 

延長・終了 

・貸与期間が３年を超える使用者は、毎年度末に事業実績報告書を
学長に提出。 

・貸与期間が終了したとき又は使用しなくなったときは、使用終了
届を提出。 

使用の制限 
・申請した目的以外に共用スペースを使用してはならない。 
・第三者に使用させてはならない。 

貸与の取消等 
学長は，使用者がこの規則に違反し、又は本学の運営に重大な支障
をきたす恐れがあると認めたときは、使用を停止し、又は貸与の許
可を取り消すことができる。 

原状回復 

使用者は，共用スペースの貸与期間が終了したとき、又は前条の規
定により使用を停止させられたとき、又は貸与を取り消されたと
きは、原則として共用スペースを現状に復して返還しなければな
らない。 

経費の負担 
使用者は別表第３に定めるところにより、貸与された共用スペー
スの面積及び光熱水料等に応分した経費を負担するものとする。 

運用管理 

責任者等 

・共用スペースの円滑な使用を図るため、学長は、貸与する単位ご
とに、貸与を受けた者（複数の教員によるプロジェクトにあって
は代表者）を運用管理責任者等として指名するものとする。 

・ただし、便所、廊下等共用部分及び共用スペースを使用していな
い期間（貸与許可者が決まるまでの期間を含む）の運用管理責任
者は，施設担当理事又は事務局長が定めた者をもって充てる。 

共用スペース

の確保 

次に該当する場合、原則として共用スペースとして充てるものと
する。 
(1) 教員室（個室）について退職後、講座・部門単位で使用者がい

ない場合。 
(2) 部屋の使用用途が無くなった場合。 
(3) 前各号の部屋の使用終了にかかる届出は別紙様式５により行

うものとする。 
２ 共用スペースが確保できず、割り当てるスペースがない場合

は、施設担当理事が認めた期間、会議室等の共通的なスペースを
時限付きで割り当てることができるものとする。 

共用スペース

の運用 

１ 学長は、確保された共用スペースについて、本学全体のプロジ
ェクト（新設の組織、改修工事等に伴う暫定利用等）を優先して
その用途を決定するものとする。 

２ 共用スペースとしてプロジェクト研究等に対応するため別表
第２に定めるものを置く。 
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別表第１ 

使用目的 使用期間 
スペース使用料

(※)の負担 

プロジェクト研究、産学官連携研究等 

による利用 

原則３年以内 

(延長は原則３年

限度) 

〇 

新設の組織で建物が未整備な場合の利用 必要期間 － 

改修工事等に伴う緊急避難的な暫定利用 必要期間 － 

学長が特に必要と認めた場合 必要期間 － 

※〇:必要、－：不要、スペース使用料は、別に定める。 

 

別表第２ 

棟名称 範囲 

基礎研究棟(総合研究棟) ６階プロジェクトスペース 

 

別表第３（共用スペース使用料） 

区分 使用料 

使用責任者が本学教職員の場合  

民間等外部の機関との共同研究の場合 

使用責任者が本学教職員以外の場合 
 

 
備考  
１ 上記表中の使用料は，長期利用スペースの床面積１平方メートルあたりの１月の

共用スペースの使用に係る金額(電気、ガス、水道料金，消費税相当額を含む。)
であり、これに当該共用スペースの床面積及び使用月数を乗じた金額を共用スペ
ースの使用料とする。  

２ 使用の許可期間中に１月未満の端数がある場合については、その月の日数を基礎
として日割計算により共用スペースの使用料を算出するものとする。なお，算出
額に円未満の端数があるときは，切り上げるものとする。  

３ 複数の共用スペースを使用する場合については、各共用スペースの使用料を合算
した金額を施設使用料とする。 

※一旦納入された使用料は、使用者の都合により使用を取り止めた場合及び使用者
の責に帰すべき事由により、本学が使用許可を取り消し又は使用を中止させた場
合には返還しない。 

 

③ 利用規則 
「滋賀医科大学共用スペース管理運用規則」第 14 条に基づく滋賀医科大学共用スペース

の利用に関して必要な事項については、「滋賀医科大学共用スペースの利用規則滋賀医科大

学共用スペースの利用規則」に基づき利用するものとする。 
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④ 令和 6 年度スペースチャージ負担について（実績） 
ア）小児発達 

場所 面積 
スペースチャージ負担額 

(36 ㎡×1500 円×12 ヶ月) 

総合研究棟 1F153 室、154 室 36 ㎡  

 

イ）先進的医療研究開発講座 

場所 面積 
スペースチャージ負担額 

(42 ㎡×3000 円×12 ヶ月) 

実験実習支援センター2階 205 室 42 ㎡  

 

ウ）その他 

場所 面積 

A 社 B 社 C 社 

負担 
面積 

負担額 
(千円) 

負担 
面積 

負担額 
(千円) 

負担 
面積 

負担額 
(千円) 

総合研究棟 
6F エリア A 

71 ㎡ 

総合研究棟 

6F エリア B 
36 ㎡ 

総合研究棟 
6F エリア C 

43 ㎡ 

総合研究棟 
6F エリア D 

35 ㎡ 

総合研究棟 
6F エリア E 

76 ㎡ 

総合研究棟 

6F エリア F 
35 ㎡ 

㇐般教養棟 
３F３２１室 

(機器室) 

18 ㎡ 

計 314 ㎡ 

合計(千円） 

 

場所 面積 

A 社 B 社 
計 

(千円） 負担 
面積 

負担額 
(千円) 

負担 
面積 

負担額 
(千円) 

総合研究棟 6F 156 ㎡ 60 ㎡  96 ㎡   

総合研究棟 6F 

R6 追加 
36 ㎡ 36 ㎡     

計 192 ㎡ 96 ㎡  96 ㎡   
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⑤ 総合研究棟（基礎研究棟）平面図 
総合研究棟（基礎研究棟）の利用状況及び各研究室の配置は、図 2.1 に示すとおりである。 

 

図 2.1：総合研究棟（基礎研究棟）平面図及び利用状況 
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7)  バイオメディカルイノベーション施設 

① 施設概要 
タイプ 実験・研究室タイプ オフィスタイプ 

室名 
研究室 

（1） 

研究室 

（2） 

研究室 

（3） 

研究室 

（4） 

研究室 

（5） 

研究室 

（6） 

オフィス 

（1） 

オフィス 

（2） 

賃貸面積 20.05 ㎡ 22.7 ㎡ 18.9 ㎡ 20.27 ㎡ 20.15 ㎡ 18.74 ㎡ 11.62 ㎡ 13.98 ㎡ 

月額使用料 
※消費税込み        円 

天井高 2.7ｍ 

耐床面積 400 ㎏/㎡ 

床仕上げ ビニル床シート 

通信設備 情報コンセント（100Mbps 対応） 

空調設備 個別エアコン及び給排気式機械換気 

電気

容量 

単相 10KVA 6KVA 10KVA 6KVA 15KVA 6KVA 2KVA 

三相 － 43KVA － － － － － 

給排水設備 実験排水設備 － 

その他設備    
ドラフト 

チャンバー 
 ドラフト 

チャンバー 
  

共用部 応接室、セミナー室／ラウンジ、トイレ（1F：ユニバーサル仕様） 

※研究室・オフィス使用料、ガス・水道料金（一律 ・消費税別）は、契約月数

分を年度ごとに一括して前納する。 

※電気料金、電話料金（基本料含む）は、使用量に応じて別途支払いを要する。 

 

② 施設平面図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2：バイオメディカルイノベーション施設平面図 
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③ 共同研究講座 
2022 年～2023 年度に、共同研究講座を８講座設置したことにより、共同研究費の獲得額

が大幅に増加。 

2024 年４月には、さらに１講座が新たに設置。本学の研究に対する企業等の期待が高まり

を見せている状況であるといえ、本学における共同研究の更なる進展・加速化が期待できる。 

 

図 2.3：共同研究費の推移 

 

ア）2022 年度設置 
１ 新材料分子設計共同研究講座 

  

  

  

２ 機能性材料共同研究講座 

  

  

  

３ 生命情報開拓講座 

  

  

  

４ 再生医療開拓講座 

  

  

  

 

  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

2021 2022 2023 2024

共同研究講座に係る共同研究費 その他の共同研究費
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５ ミスフォールドタンパク質関連疾患医療学講座 

  

  

  

６ サスティナブル素材開発共同研究講座 

  

  

  

 

イ）2023 年度設置 
７ 先進的医療研究開発講座 

  

  

  

８ スポーツ・運動器科学共同研究講座 

  

  

  

 

ウ）2024 年度設置 
９ 骨軟骨代謝・関節機能再建学講座 
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(4)  整備施設（案） 

1)  職員宿舎 
整備戸数の総数については、以下のとおり検討している。 

表 2.16：整備戸数総数 

部屋タイプ 戸数 

ワンルーム 230 戸 

世帯 30 戸 

 

① 職員宿舎・人材確保 
１）で示した整備戸数のうち、職員宿舎・人材確保用に整備を検討している内容は以下の

とおりである。 

表 2.17：職員宿舎・人材確保用整備戸数総数 

職種 部屋タイプ 戸数 

看護師・助産師 ワンルーム 160 戸 

レジデント ワンルーム 20 戸 

新規採用者・異動職・外国人研究者 ワンルーム 20 戸 

新規採用者・異動職 世帯 20 戸 

総数  220 戸 

 

② グローバル化（国際交流会館） 
１）で示した整備戸数のうち、グローバル化（国際交流会館）用に整備を検討している内

容は以下のとおりである。 

表 2.18：グローバル化（国際交流会館）用整備戸数総数 

部屋タイプ 戸数 

ワンルーム 20 戸 

世帯 10 戸 

 

③ 短期宿泊施設機能 
１）で示した整備戸数のうち、短期宿泊機能用に整備を検討している内容は以下のとおり

である。 

表 2.19：短期宿泊機能用整備戸数総数 

職種 部屋タイプ 戸数 

助産師実習生・ゲストハウス：デイリー 
教職員一時利用者：ウィークリー・マンスリー 

ワンルーム 10 戸 

 

 

 

 

 



21 

④ 入居条件 
職員宿舎の入居条件は、以下のとおり検討している。 

入居期間 最長５年（原則３年、３年を超えると賃貸料の増額） 

入居対象者 
新規採用者、異動職者に限定（一般住宅、賃貸住宅からの転居

は、原則不可） 

 

⑤ 設備等 
職員宿舎に附帯する設備等については、以下の内容を検討している。 

居室 
エアコン、照明器具、給湯器(キッチン用)、コンロ、換気扇、

冷蔵庫、ベッド 

その他 建物玄関オートロック、宅配ボックス、駐車場、駐輪場、集会場 

※太陽光発電等の設置 

 

2)  看護師宿舎の必要戸数検討 
看護師宿舎入居実績（平成 25年度から令和 5 年度）及び令和６年度の予測は、図 2.5 に示

すとおりである。 

看護師宿舎の室数は、現在 160 室であり、年々入寮者数が増加しており、令和 6年度には、

11 室の不足が出る見込みである。 

また、入寮希望者の推計について 

 

 

図 2.4 によると、令和 6年度時点での採用者枠は 114 名であり、採用者数も増加傾向であ

る。宿舎へは採用者の 6-7 割が入寮を希望している。 

今後、高度救急救命センターの開設に伴い、さらに採用数を増やす見込みであり、125 名程

度になる可能性もある。 

 

 

 

 

図 2.4：看護師採用数（経年変化） 

   

⇒必要数計算式  

新採用者枠 125 名×0.64＋継続入居者数 120 名=200 室程度 
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図 2.5：看護師宿舎入居実績（経年変化） 
 

(5)  要望・課題等 

各宿舎別に挙がっている要望及び課題は以下のとおりである。 

1)  矢倉職員宿舎 
要望 草津市公営住宅建設計画に基づき、土地については売却若しくは定期借地とな

るが、建物の取り壊し、更地にするまでは本学の費用負担となる。 

課題 売却額若しくは定期借地料との相殺の可否について、草津市との協議が必要 

2)  南笠職員宿舎 
要望 可能な限り、「職員宿舎ゼロ」の期間が発生しない状況が望ましい。 

課題 １）Ａ・Ｂ・Ｃ棟の取り壊し、跡地への新職員宿舎の建設を先行し、入居可能

な状況となってから、Ｄ・Ｅ・Ｆ棟の民間企業活用エリアの開発等、段階

的な実施 

※都市計画法に基づく用途地域「第１種住居地域 60％ 200％」 

２）建物取り壊し費用、新職員宿舎の建設費用 

３）最も比率の高い看護師・助産師の入居を「５年計画（５年後に満室）」とし

た場合の賃貸料収入不足分の費用補てん 

3)  看護師宿舎 
要望 新職員宿舎の建設後に、一斉移転を行うとなると、引越し費用の捻出、引越し

日程調整等、多くの課題が発生することが想定されることから、段階的な入居

計画の実施が望ましい（現入居者も希望を募り、本人費用負担での転居も可）。 

課題 １）新職員宿舎への新規入居開始に併せて・現看護師宿舎の入居を停止（現状

から「５年間」の入居制限が設定されていることから、５年計画となる） 

２）５年計画による退去後の建物取り壊し費用 

 

11 室不足 

新採用者入寮希望割合(%) 継続入寮者数 新採用入寮者数 
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3. 事業スキームの構築 

(1)  PFI 事業とは 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行

う手法である。民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年

法律第 117 号）に基づき実施される。 

(2)  PFI の推進により期待される効果 

1)  低廉かつ良質な公共サービスが提供されること 
事業コスト削減による財政負担の縮減と、質の高い社会資本の整備や公共サービスの提供

が可能になる。 

2)  公共サービスの提供における行政の関わり方の改革 
民間事業者の自主性、創意工夫を尊重することにより、財政資金の効率的使用や新たな官

民パートナーシップが形成される。 

3)  民間の事業機会を創出することを通じ、経済の活性化に資すること 
民間に委ねることで、新規産業の創出や金融環境の整備推進が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 事業手法の違い 

PFI の事業方式（代表的な方式） 
方式 内容 

BTO 方式 
民間事業者が施設等を建設(Build)し、施設完成直後に発注者に所有権を移転

(Transfer)し、民間事業者が維持・管理及び運営(Operate)を行う事業方式 

公共施設等運

営権（コンセッ

ション）方式 

利用料金の収受を伴う施設について、施設所有権を公共が保有したまま、対象

となる公共施設を運営する権利を一定期間民間事業者に付与し、民間事業者

が主体的に施設の維持管理・運営を行う方式 

大学 民間 

サービス提供 

利用者 

設計 

建設 

維持管理 

企画・計画 

資金調達 

設計（外注） 

建設（外注） 

運営 維持管理（外注） 

発注 
PFI 業務 

 
 
 
 
 
 

大学 

設計 

建設 

維持管理 

企画・計画 

資金調達 

運営 

発注 

発注 

民間 

発注 

サービス提供 

利用者 

特徴︓業務ごと発注、単年度契約、仕様発注 特徴：一括発注、長期契約、性能発注、
民間資金・能力の活用 

 従来方式  PFI 方式 
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(3)  公共施設等運営（コンセッション）方式について 

1)  公共施設等運営（コンセッション）方式の概要 
公共施設等運営（コンセッション）方式とは、利用料金の徴収を行う公共施設につ

いて、施設の所有権を公共主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する

方式（平成 23年 PFI 法改正により導入）である。 

公的主体が所有する公共施設等について、民間事業者による安定的で自由度の高い

運営を可能とすることにより、利用者ニーズを反映した質の高いサービスを提供する

事が出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 「PFI による施設整備＋コンセッション」の事業スキーム（寄宿舎事業の例） 

 

 
 
 
 
 
 

《国立大学法人のメリット》 
・運営権設定に伴う対価の取得 

・民間事業者の技術力や投資ノウハウを

活かした老朽化・耐震化対策の促進 

・施設所有権を有しつつ運営リスクの一

部移転 

《民間事業者のメリット》 
・「官業解放」による地域における事業機会の創出 

・事業運営・経営についての裁量の拡大 

・人口減少や高齢化に対応した一定の範囲での柔軟

な料金設定 

・抵当権の設定による資金調達の円滑化 

《金融機関・投資家のメリット》 
・（抵当権設定が可能となり、）

金融機関の担保が安定化 

・（抵当権設定が可能となり、）

投資家の投資リスクが低下 

《入居者のメリット》 
・事業者による自由度の高い

運営が可能となり、低廉か

つ良好なサービスを享受 

国立大学法人 

民間事業者 金融機関 
投資家 

入居者 

家賃支払 

融資・投資 

抵当権設定 

施設所有権︓国立大学法人 
運 営 権︓民間事業者 

維管管理
運営 建設 

建設費 
支払 

運営権 
設定 

運営権 
対価支払 

入居 
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2)  類似事例の整理 
沖縄科学技術大学院大学規模拡張に伴う宿舎整備運営事業 募集概要 
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新潟大学新学生寮整備事業 募集要項 
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30 



31 
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(4)  事業の概要 
 

 滋賀医科大学（南笠）宿舎等整備事業 

事業用地 滋賀県草津市笠山７丁目字新池８７－７（滋賀医科大学南笠団地） 

敷地面積 約 16,000 ㎡ 

用途地域 第 1 種住居地域 

事業概要 

解
体
・
撤
去 

【南笠団地】 

《職員宿舎》 

A棟RC造5階建1,037㎡ B棟RC造5階建1,037㎡ C棟RC造5階建1,195㎡ 

D棟RC造5階建1,852㎡ E棟RC造5階建1,230㎡ F棟RC造5階建1,230㎡ 

《機械室》 

機械室1 RC造1階建 84㎡  機械室2 RC造1階建 84㎡ 

【瀬田月輪団地】 

看護師宿舎RC造5階建6,274㎡ 国際交流会館RC造3階建998㎡ 

職員会館RC造1階建373㎡ 

【矢倉団地】 

矢倉職員宿舎RC造5階建1,957㎡ 矢倉職員宿舎RC造5階建2,160㎡ 

整
備
施
設 

【宿舎】 

職員宿舎（1K：200戸、2LDK：20戸） 

留学生宿舎（1K：20戸、2LDK：10戸） 短期宿泊者用（1K：10戸） 

駐車場：200台程度 

宿舎住人の交流スペースの整備：200㎡程度 

【レンタルラボ】：300㎡程度 

【民間付帯施設】 

面積・規模 適宜 

想定する用途…介護福祉施設（サービス付高齢者住宅、ケアハウスなど）、

飲食関係店舗、ドラッグストア、教育施設（学習塾など）、民間学童施設、

保育施設など 

【公園】：面積適宜 

事業方式 
【宿舎及びレンタルラボ】BT＋コンセッション方式 

【民間付帯施設】BOO方式，独立採算型 

維持管理期間 30年間程度を想定 

整備の流れ 

１）矢倉宿舎２棟の取り壊し 

２）南笠宿舎A･B･C棟の取り壊し 

３）南笠宿舎A･B･C棟跡地に宿舎新営工事 

４）南笠宿舎D･E･F棟、機械室1･2を取り壊し 

５）南笠宿舎D･E･F棟、機械室1･2跡地に新営工事 

６）看護師宿舎・国際交流会館・職員会館を取り壊し 
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(5)  ボリュームの検討
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(6)  要求水準書（案）の検討 
事業概要等をふまえて、要求水準書（案）の構成は以下の通り、詳細は参考資料を参照

による。なお、民間付帯事業については、後述する市場調査結果を踏まえて、この時点は

含めていないが、事業実施段階で、今回の案を含めて全体を検討する。 

第 1 章 総則          

第 2 章 共通事項         

2.1. 基本的事項         

2.1.1. 周辺インフラの状況      

2.1.2. 遵守すべき法令等       

2.1.3. 土地等の賃借       

2.1.4. 適用基準等       

2.2. 整備に関する要求水準        

2.2.1. 整備方針         

2.2.2. 整備における基本的事項       

2.2.3. 施設計画に関する要求水準       

2.2.4. 外構等に関する要求水準       

2.3. 業務に関する水準       

2.3.1. 共通事項        

2.3.2. 各種調査に関する業務水準      

2.3.3. 設計に関する業務水準      

2.3.4. 施工に関する業務水準      

2.3.5. 工事監理に関する業務水準      

2.3.6. 維持管理に関する業務水準      

2.3.7. 運営に関する業務水準      

2.3.8. 既存施設の解体・撤去業務に関する業務水準    

2.3.9. その他、申請・協議・調整等に関する業務水準   

第 3 章 宿舎・レンタルラボに関する事項        

3.1. 各業務の期間及び範囲       

3.1.1. 施設整備業務の期間及び範囲     

3.1.2. 運営業務の期間及び範囲      

3.2. 整備に関する要求水準       

3.2.1. 施設計画に関する要求水準      

3.2.2. 外構等に関する要求水準      

3.3. 業務に関する水準       

3.3.1. 維持管理に関する業務      

3.3.2. 運営に関する業務水準      
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4. 市場調査（マーケットサウンディング）の実施 

(1)  調査概要 
アンケート調査とヒアリング調査の２段階で実施した。 

1)  調査方法 

① アンケート調査 
大学のホームページにて本事業に関する市場調査（マーケットサウンディング）の

実施を公表、その後、PFI・PPP に関する情報発信を行っているインターネットサイト

に告知を依頼し、参加申込のあった企業に対して資料提供を行った。 

加えて、関西・中部において類似の事例実績を有するような企業に対して調査依頼

を行い、参加意思を表明した企業に対して同様に資料提供を行った。 

なお、アンケート調査結果において民間付帯収益施設の検討が厳しいとの意見が寄

せられた事から、民間付帯施設単独でのアンケート調査を別途、大学病院との親和性

が高いと思われる業種に対して企業のホームページを通じて実施した。 

② ヒアリング調査 
アンケート調査参加事業者に対して、調査資料を提出後に対面・オンライン併用で

提出された資料に対してヒアリング調査を実施した。 

民間付帯施設のみ、もしくはレンタルラボのみを検討範囲とする事業者に対しては、

アンケート調査は実施せずヒアリング調査を実施した。 

2)  調査期間 

① アンケート調査 
以下の期間で実施した。（実施要領の公表から、調査表の回収締め切りまでの期間） 

令和６年１１月６日（水）～令和７年１月２７日（月） 

② ヒアリング調査 
以下の期間で実施した。 

令和６年１１月１６日（月）～令和７年１月２７日（月）（うち１０日間） 
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3)  調査項目 

① アンケート調査 
調査に用いた設問を以下に示す。 

表 4.1：短期宿泊機能用整備戸数総数 

大項目 中項目 設問のねらい 

共通項目 参加意欲 
・本事業に対する事業への関心の度合い

や参画の意向を把握するため 

宿舎整備 

整備内容 
・大学が考える宿舎整備の条件設定の考

え方と乖離が無いか確認するため 

収支計画 
・宿舎整備における実現性を把握するた

め 

事業期間 

・事業期間を何年とすることが民間にと

って望ましく、事業に参入しやすいのか

を把握するため 

整備スケジュール ・各整備項目に係る期間を把握するため 

その他民間アイデア、

大学への要望など 

・質問項目以外の内容で、民間企業のア

イデアを引き出すため 

・大学への要望を具体的に把握するため 

レンタルラ

ボ 

民間付帯施

設 

独立採算による収益

事業の可能性 

・レンタルラボおよび民間付帯施設の収

益事業としての可能性を確認するため 

整備内容 

・レンタルラボおよび民間付帯施設の事

業規模、具体的な検討内容を把握するた

め 

収支計画 
・レンタルラボおよび民間付帯施設の実

現性を確認するため 

事業期間 

・事業期間を何年とすることが民間にと

って望ましく、事業に参入しやすいのか

を把握するため 

その他民間アイデア、

大学への要望など 

・質問項目以外の内容で、民間企業のア

イデアを引き出すため 

・大学への要望を具体的に把握するため 

 

② ヒアリング調査 
アンケート調査の回答についてヒアリング調査を実施した。 
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4)  参加状況 

① 職種宿舎・レンタルラボ・民間付帯収益施設等に関して参加した企業 
以下に、アンケート調査およびヒアリング調査に参加した企業の概要を示す。アン

ケート調査およびヒアリング調査には、12社、１グループが参加した。 

企業名 業種 主な官民連携実績 

  
 

  

 
 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

  

  

 

    

  
  

  

  
 

 

  
 

 

  

  

 

   

  
  

 

 ※ 官民連携手法ではない実績 
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② ドラッグストア・福祉関係のみの調査に参加した企業 
以下に、アンケート調査に参加した企業の概要を示す。アンケート調査には、計 10

社が参加した。 

調査対象は、医療系大学・病院と親和性がある企業として、調剤薬局・ドラックス

トア・介護サービスを事業範囲とし、その内、滋賀県内で出店している、もしくは出

店を検討している事業者とした。 

企業名 業種 滋賀県内の出店状況 

  
 

 

   

   

   

  

 

 

 

  

  
 

 

   

   

 
 

 
 

 

③ 民間主体によるレンタルラボのみの調査に参加した企業 
以下に、レンタルラボに関するヒアリング調査に参加した企業の概要を示す。ヒア

リング調査には、計１社が参加した。 

企業名 業種 備考 
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(2)  事業収入と事業費の設定 
事業収入の検討にあたり、要求水準の整備施設に示す職員宿舎、留学生宿舎、短期宿泊者用、レンタルラボ、民間付帯施設に対して、賃料収入がどの程度見込まれるのか検討した。 

表 4.1 事業収入                                  （千円/事業期間） 

  Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社 平均 

職員宿舎 
１K 

２DK 

留学生宿舎 
１K 

２LDK 

短期宿泊者用 １K 

駐車場 

レンタルラボ 

民間付帯施設 

その他（       ） 

事業期間中の賃料収入合計（Ａ） 

事業期間（年） 

※家賃は、1K：45,000～55,000 円、2DK（2LDK を含む）：70,000～100,000 円の範囲で各社設定。宿舎の入居保証率は 90％で設定。 

※収入合計は、提案された事業期間中の合計で記載しているため 15年間・30 年間・40 年間で集計。ただし、事業期間が長期にわたる場合は、事業者にとって資金調達が難しくなる傾向にあることに留意が必要。 

※民間付帯施設は想定された金額での提案である点に留意が必要。 

表 4.2 事業費                                  （千円/事業期間） 

  Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社 平均 

設計費 

建設費 

維持管理費 

運営費 

光熱費（共用部） 

修繕更新費 

消耗品費 

調達金利 

SPC 管理費 

租税公課 

その他（        ） 

事業費合計（Ｂ） 

※全社の提案には内容が異なる点に留意が必要。 
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(3)  ヒアリング内容の整理 
 

No. 項目 ヒアリング事項   

1 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

参画意欲 

 当社のノウハウを生かせる住宅系の PPP 事業であることから、一定の参画意欲

を有しております。一方で現状の入居率があまり高くはないことから、入居率の

低さが何らかの形で事業者リスクになるような事業スキームの場合、参画の障壁

になると考えます。 

 職員・留学生・短期宿泊者等の宿舎整備については、弊社として多数の実績を

有しており、貴学が目指されている姿の実現に向けて、何かしらの貢献ができる

と考えております。 

 一方で周辺環境・マーケット、ならびに昨今の工事費高騰などを考慮すると、

独立採算事業による地代収入確保自体が難しくなると想定されます。 

また独立採算事業用地を確保することにより、逆に職員宿舎用地が狭くなり、諸

条件を踏まえて建築すると建物を高層にする必要が出てくる、つまり建設工事費

が上がってしまう可能性が高くなることも重要な課題ととらえております。 

また職員等宿舎について、BT＋コンセッション方式を検討されていると個別対話

にて伺いましたが、運営権設定が職員宿舎では難しいのではと思います。 

 全体事業としては、まずは最も適切な設定（事業方式含む）での職員等宿舎整

備を行うことが必要ではないか、そのことが結果的に全体収支の最適化にもつな

がるのではと考えます。 

 弊社といたしましては、職員宿舎及び学生寮等の施設整備に対しては、サービ

ス購入型として、金銭債権を貴学が負う建付としていただくことが、参画する条

件となってまいります。その上で、民間事業者が独立採算事業にてどのような提

案ができるかを加点評価とする事業建付であれば検討が可能となります。事業方

式として BTO 方式（サービス購入型を採用いただくことで、弊社といたしまして

事業参画可能となります。 

2 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

整
備
内
容 

職員宿舎  
1K 220 戸：現状の入居戸数と同等が適切と考えます 

 仮に建築コストを意識して、階数を抑えた（4 階程度）設計を行うと、貴学想

定の戸数、諸条件をすべて踏まえるとすると、全体敷地の大部分を利用する必要

があります。 

 全体敷地利用案では、職員と留学生、短期宿泊者用、男女などに建物利用を分

けたり、一部レンタルラボなどの収益床を設置するなど、ご要望に合わせて建物

配置自体を柔軟に対応することが可能となります。 

2LDK 20 戸 ：妥当と考えます 

留学生宿舎  
1K 20 戸 ：妥当と考えます 

2LDK 10 戸 ：妥当と考えます 

短期宿泊者用 1K 10 戸 ：妥当と考えます 

駐車場  
300 台：車社会の地域性を考慮し、2LDK 入居者が一定数 2 台保有できる形が望ま

しいと考えます 

宿舎住人の交流スペースの整備  200 ㎡：妥当な広さと考えます 

その他  （回答なし）：特にございません 

3 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

収支計画 

 当社は維持管理会社ですので、施設整備に係る費用については回答を控えます

が、新築になることから宿舎費は少なくとも現在より数割程度値上げしても問題

ないと考えます。事業地周辺の民間賃貸（1K）の相場が 4～5 万円ですので、1K・

2LDK それぞれ民間賃貸の半分程度の金額が一つの目安になるのではないかと思わ

れます。 

 入居率については、空室管理のコスト等を考慮すると 90%程度は確保するべき

と考えます。それに伴い入居保証率を 80%以上の割合で設定いただくことで事業

者リスクを可能な限り軽減いただきたいと考えています。 

 家賃設定や入居保証率については、各業務に係る費用と事業スキームをどのよ

うに選択するか（=貴市の負担範囲をどのように考えるか）によっても目安の数字

が変わってきますので、その点をご留意いただければと思います。 

今後諸条件が整理できましたら、 弊社より諸々ご提案させていただければと思

っております。 
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No. 項目 ヒアリング事項   

4 
②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

事業期間 

30 年程度が妥当と思われます。スケールメリットを活かすことができ、2 回目

の大規模修繕工事が事業期間外になる事業期間として、30 年～35 年程度で設定す

ることが、事業者の参画障壁を低くする観点から適切と考えます。 

30 年ということには特に異論はございませんが、事業期間と家賃保証額はト

レードオフの関係です。仮に事業期間が短くなる場合は、貴学にて一時金の拠出

等もご検討願います。なお事業期間 35 年超となりますと対応可能な金融機関が

限定される懸念がございます。 

⇒建設業界の人材不足等を考慮し、新営工事・解体工事はなるべく一体的に実施

（あるいは A～C 棟と D～F 棟で 1～2 ヶ月ずらすことで、A～C 棟の工事を終えた職

人がそのまま D～F 棟にスライドできる工程）をご検討ください。 

 加えて、全体工期を極力短縮化することで、建設工事に伴う諸経費（建中ロー

ンの金利等）を縮減できることから、過度に長期的なスケジュール設定も回避い

ただけると幸いです。 

個別対話の中で解体工事は事業には含めない、というご指示がございました

が、解体工事についても当該事業に含まれるということであれば、現状建物詳細

を頂戴できれば検証させていただきます。 

一般論ではございますが、解体に関しては地中埋設の状況、アスベスト含有、近

隣にお住まいの方への配慮、解体工事環境（解体工事導線等）などにより期間が

異なってまいります。 

6 その他民間アイデア、大学への要望など ― 

昨今留学生用宿舎について、単純な居室整備だけではなく、オープンな空間を

活用した交流に重きをおいて施設整備されている大学様が増えてきております。

もちろんスペース確保、運営などコスト増の要因にはなってまいりますが、宿舎

内の交流だけではなく、大学内にある施設との連携なども視野に入れながらの施

設計画を検討いただけますと、より貴学の活性化に寄与できるのではないかと考

えます。 

７ 

③
レ
ン
タ
ル
ラ
ボ
及
び 

民
間
付
帯
施
設
に
関
す
る
質
問 

独
立
採
算
に
よ
る
収
益
事
業
の
可
能
性 

選択肢（※） C C,D 

【理由】 

事業地周辺は住宅街であり、ターゲットは宿舎の入居者や近隣住民、近隣大学

の学生が主となるため、一定の客単価を必要とする事業を行うにはハードルが高

いと考えます。また、このエリアは国道 1 号線沿いにロードサイド店が充実して

おり、中心部から少し離れた本事業地での商業施設の誘致はハードルが高いこと

から、限られた形態でしか独立採算は成立しないと考えます。 

貴学隣接という立地特性を踏まえるとドラッグストア等がテナントとして考え

られますが、隣接地に滋賀県薬剤師会運営と思われる薬局があります。上記でも

申し上げましたが、マーケット・建築費高騰等を現実的に捉えると、定期借地権

による独立採算事業は難しいのでは、と考えます。 

またこちらも上記の通り、独立採算用敷地確保職員宿舎等敷地が狭くなる、に

つながり、必ずしも貴学にとって独室採算敷地確保＝収支改善とはならないので

はと感じております。 

またレンタルラボについても、立地特性を考慮すると大学に関係する企業等の

誘致が考えられますが、独立採算、別敷地としての民間事業としては難しいと考

えます。ただ仮に検討するとすれば、貴学職員・留学生宿舎内に企業を誘致する

ようなスペースをとり（一部賃料を受領、例えば留学生等と外部企業・組織との

つながり創出を主たる目的とするスペースとすることで、貴学全体の活性化につ

ながるとともに、職員宿舎の収支改善にも一部寄与させることは、可能性が少な

からずあるのではないかと思います。 

８ 

（
ア
）
に
て
Ｄ
以
外
を 

選
択
さ
れ
た
事
業
者 

整
備
内
容 

レンタルラボ 

【提案】300 ㎡程度 

宿舎との関係性：合築 

備考：整備費･管理費双方の縮減になるため、合築が好ましいと考えます。 

（回答なし） 

民間付帯施設 

（用途：小規模商業施設） 

提案：会員制ジム、100 円均一ショップ 

宿舎との関係性：合築 

備考：いずれも 4～5km 離れた南草津駅･瀬田駅周辺にしかなく、一方で学生からの

需要は高いことから、条件が厳しい商業施設の中でも比較的事業が成り立つ可能性

が高い形態と考えます。 

（回答なし） 

【理由】  
今後諸条件が整理できましたら、弊社より諸々ご提案させていただければと思

っております。 

（※） Ａ：独立採算の十分に可能性がある  Ｂ：独立採算は調査・検討次第で可能である  Ｃ：独立採算は難しいが、調査・検討次第で可能性が無いわけでもない  Ｄ：独立採算は不可能である  
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No. 項目 ヒアリング事項   

９ 

（
ア
）
に
て
Ｄ
以
外
を
選
択
さ
れ
た
事
業
者 

収支計画 

 当社は維持管理会社ですので、施設整備に係る費用については回答を控えますが、

レンタルラボは 10 室程度、民間付帯施設は 1～2 店舗分の面積を確保するので十分

と考えます。当社が維持管理業務を受託している岡山リサーチパークでは、25 ㎡と

50 ㎡のレンタルスペースを用意しており、本施設も 1 部屋あたりの面積は同程度で

差し支えないと思います。入居者に応じて 25 ㎡のスペースを 2 区画つなげて貸し

出す等、可変性のある施設計画とすることも有効と考えます。民間付帯施設につい

ては、あまりに広い面積を設定することは入居テナント側のリスクにもなることか

ら、民間付帯施設全体で 200 ㎡～300 ㎡が適切と考えます。 

 賃料については、レンタルラボについては月 4.8 万円 と同

程度）、民間付帯施設については月 0.7 万円/坪（南草津駅前の相場より 1～2 割安

い設定）が一つの設定目安になり得ると考えますが、地域性に精通した地元企業等

の意見を取り入れながら設定するのが好ましいと考えます。（なお、

では利用料金収入に加えて、指定管理料も受領している事業ですので、その

点はご留意ください。） 

 入居率については、開業当初の一部空室や一時的な入退去を除き原則 100%、全事

業期間(30 年程度を想定)の平均でも 90%以上が理想像と考えます。 

 賃料設定や想定入居率については、宿舎同様に事業スキームや貴市と事業者のリ

スク分担によって目安が変わりますので、その点はご留意いただければと思います。 

今後諸条件が整理できましたら、弊社より諸々ご提案させていただければと思

っております。 

10 事業期間 
宿舎の維持管理と一体的に管理運営されるべきと考えていますので、事業期間は

宿舎と同一の期間が適切と考えます。 
職員等宿舎と同様の取り扱いと考えております。 

11 
その他民間アイデア、大学への要望な

ど 

民間付帯施設を事業の要件とする場合、誘致する施設については要求水準で指定

せず、事業者提案に委ねていただくことで、事業への参画ハードルが少しでも低く

なるようご配慮を頂けると幸いです。 

ぜひ一度貴学との意見交換の機会をいただけますと幸いです。 

現状ＢＯＯによる事業化は工事費高騰もあり、全国的に地代確保が非常に難し

くなっている情勢です。（最近具体化している事例は東京都 23 区内に限られて

きております） 

弊社といたしましては、昨今の情勢と貴学の要望（できる限り宿舎整備の持ち

出しを減らしたい）それぞれを考慮した現実的な計画を実行に移せるよう、今後

ともお手伝いさせていただきたいと思っておりますので、何卒ご検討をいただき

たく、よろしくお願いいたします。 
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No. 項目 ヒアリング事項   

１ 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

参画意欲 

高度急性期医療、地域医療、人材育成で社会を支える貴学が積極的に事業継続で

きるよう、職員の皆様の良好な住環境整備を進めます。当グループは共同住宅、医

療、スポーツ、芸術文化、 商業、オフィス等の複合施設の設計・事業企画に複数

の実績があります。貴学と当グループが協力関係を築くことで、魅力的な職員宿舎

を整備し事業安定性を確保する事が可能です。事業手法、 事業範囲（宿舎・レン

タルラボ・民間附帯施設の整備等）などの条件につきましては、貴学のご意向を伺

いながら協議させて頂きます。 

本事業全般に非常に興味があり、具体的に検討させていただきたいです。一方

で、借地を前提とした民設民営の事業手法では検討が難しいとも考えておりま

す。 

 弊社として参画の検討が可能である事業手法は BTO 方式サービス購入型の PFI

事業です。 

本事業においては SPC 設立を前提としたプロジェクトファイナンスにて資金調達

を考えております。借地ですと資金調達がコーポレーションファイナンスやそれ

に準ずる扱いになり、調達コストが高くなる可能性が高いです。加えて、事業者

が建物を保有する形になるため、固定資産税等の負担が発生します。さらに、立

地において駅からの距離があるため、貴学の内需以外での需要が見込みにくく、

事業者の汗かきシロが限定されると考えられます。 

 以上の理由を覆せるような条件が借地スキームで組み立てられれば検討も可能

ですが、現状ではコスト面やリスク負担面において難しいと考えております。 

２ 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

整
備
内
容 

職員宿舎  
1K 

（回答なし） ：貴学のご意見を丁寧に伺いながら、検討を進めさせていただきま

す。 
200 戸 

2LDK （回答なし） ：〃 20 戸 

留学生宿舎  
1K （回答なし） ：〃 20 戸 

2LDK （回答なし） ：〃 10 戸 

短期宿泊者用 1K （回答なし） ：〃 10 戸 

駐車場  （回答なし） ：〃 200 台 

宿舎住人の交流スペースの整備 （回答なし） ：〃 200 ㎡程度 

その他  （回答なし） （回答なし） 

３ 

②
宿
舎
整
備
に 

関
す
る
質
問 

収支計画 

貴学の将来的なビジョンを伺いながら宿舎に入居する職員の方々を想定し、建物

の規模を協議させて頂きます。民間が整備した施設を民間が所有継続する場合や、

貴学に所有権移転する場合 など幅広い視野で事業の検討を進めます。貴学の初期

投資を軽減し、安定した施設運営ができる 事業を目指します。当グループは、公

有地の定期借地方式による事業、敷地を取得しての公有地有効活用事業、公民パー

トナーシップ事業（PPP）など行政と協力した事業実績が多数あります。 稼働率や

運営コストの負担について、貴学との協力関係を結び協議をさせて頂きます。 
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No. 項目 ヒアリング事項   

４ 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

事業期間 

減価償却期間を考慮し、事業終了後の建物解体・撤去を含めて事業期間を 50 

年と考えます。民間が 建物所有して事業を進める場合は、期間終了後には建物を

貴学に所有移転する事も可能です。職員宿舎運営に係る貴学のコスト削減に向け

て協議をさせて頂きます。 

PFI 事業を前提として、修繕関係の負担の有無によりますが、概ね 20～30 年

程度を希望します。 

６ その他民間アイデア、大学への要望など 

当グループの企画・設計・事業実績 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答なし） 
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No. 項目 ヒアリング事項   

７ 

③
レ
ン
タ
ル
ラ
ボ
及
び 

民
間
付
帯
施
設
に
関
す
る
質
問 

独
立
採
算
に
よ
る 

収
益
事
業
の
可
能
性 

選択肢（※） A D 

【理由】 
貴学の意向を伺いながら、社会的ニーズに応えるレンタルラボの実現を目指し

ます。 

民間需要のみを考慮すると難しいですが、貴学の内需としてどの程度のものが

あるか具体的なヒアリングの上、判断させていただきたいです。 

８ 

（
ア
）
に
て
Ｄ
以
外
を 

選
択
さ
れ
た
事
業
者 

整
備
内
容 

レンタルラボ （回答なし） ：貴学のご意見を伺い、検討させて頂きます。 － 

民間付帯施設 （回答なし） ：〃 － 

【理由】  － 

９ （
ア
）
に
て
Ｄ
以
外
を 

選
択
さ
れ
た
事
業
者 

収支計画 

設備が充実した高齢者集合住宅や介護ケア付集合住宅の併設を検討します。滋

賀医科大学医学部附属病院と連携することで、高齢者を含めて安心して生活でき

る住環境を提供します。長期滞 在者に適切な医療を提供することで、より高い

効果を重ねる集合住宅として信頼を高めます。 

－ 

10 事業期間 

減価償却期間を考慮し、事業終了後の建物解体・撤去を含めて事業期間を 50 

年と考えます。貴学の 意向を伺いながら、社会的ニーズに応えるレンタルラボ

の実現を目指します。 

－ 

11 その他民間アイデア、大学への要望など 

当グループは行政との協同事業の実績が多数あります。国立大学法人である貴

学と協力関係を築くことで、事業の効果を高める事が可能です。職員宿舎整備な

どについて貴学の希望を丁寧に伺いたいと存 じます。 

－ 

（※） Ａ：独立採算の十分に可能性がある  Ｂ：独立採算は調査・検討次第で可能である  Ｃ：独立採算は難しいが、調査・検討次第で可能性が無いわけでもない  Ｄ：独立採算は不可能である   
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No. 項目 ヒアリング事項     

１ 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

参画意欲 

・取り壊し：全棟事業対象外を希望し

ます。 

・宿舎、レンタルラボ：BTM（維持管理

含む・運営は含まず）を希望します。 

・民間付帯施設：独立採算型を希望し

ます。 

参加について関心は持っている。 

・参加意欲については、事業によると

思われます。 

・補助とか保証および民間施設を持っ

てくる際に工場倉庫も検討できるとか 

・公園にして市民の憩いの場にするか 

・レンタルラボは駅前がベスト 

・リーシングしたが出店するところが

ない視認性がない、ある程度設備が整

っている 

宿舎、レンタルラボは BTO 方式で問

題無いと考えられる。短期宿泊施設や

民間付帯施設については、事業用定期

借地や指定管理なども見据えた柔軟な

条件により参加意欲が変動する。ま

た、事業時期も重要であるが、事業検

討時期が潤沢にあると参加意欲は向上

する 

２ 

②
宿
舎
整
備
に
関
す
る
質
問 

整
備
内
容 

職員宿舎  
1K （回答なし） ：大学様想定通り （回答なし） （回答なし） ：（別紙計画内容） 

（回答なし） ：（日本工営様規格に

準じる） 

2LDK （回答なし） ：〃 （回答なし） （回答なし） ：〃 （回答なし） ：〃 

留学生宿舎  
1K （回答なし） ：〃 （回答なし） （回答なし） ：〃 （回答なし） ：〃 

2LDK （回答なし） ：〃 （回答なし） （回答なし） ：〃 （回答なし） ：〃 

短期宿泊者用 1K （回答なし） ：〃 （回答なし） （回答なし） ：〃 （回答なし） ：〃 

駐車場  （回答なし） ：〃 （回答なし） （回答なし） ：〃 （回答なし） ：〃 

宿舎住人の交流スペースの整備 （回答なし） ：〃 （回答なし） （回答なし） ：〃 （回答なし） ：〃 

その他  （回答なし） （回答なし） （回答なし） （回答なし） 

３ 収支計画 

・別紙にて概算費用を御提出致しま

す。 

＊共通質問（ア）参画意欲の希望内容

とは異なります。 

・宿舎整備に係る費用について、設計

や共用備品について大学で負担いただ

きたい。 

・レンタルラボの整備費用について、

整備に係る全費用を大学で負担いただ

きたい。 

・入居保証率を 90%程度せっていただ

きたい。 

・短期宿泊者は月極賃貸契約でないと

読めない 

・駐車場は有料管理とする 

・交流スペースについても学校で借り

てもらう 

・収支は別紙 

 

４ 事業期間 ・大規模修繕費用は別途を希望します。 

・金融機関との協議や大学の想定賃料・

入居保証率によるが、30～40 年程度で

設定いただきたい。 

３０年は長い借り上げは難しい１０

年から１５年で大規模改修をどうする

かが焦点となり、長くなると金利がか

かり、全体の総事業費が大きくなる。 

現時点の計画では 30 年で想定してお

りますが、マイナスとなってるため難

しいと判断します。 

６ その他民間アイデア、大学への要望など 
・取り壊しは、全棟 事業対象外を希望

します。 

・建築費、人件費が高騰しており事業収

支がかなり厳しいことが想定されるた

め入居保証率の設定やイニシャル費用

の一部負担などご検討いただきたい。 

・民間施設を呼び込むには東側の道路

は高低差があるため、西側の道路に対し

て西からショートカットできる通路を

つけるとか活用しやすい場所としてい

く 

・補助とか保証を充実させてほしい 

来院患者、入院患者などの病院利用

者とその家族、宿舎居住者、地域との

ＨＵＢとなる民間付帯施設 の検討に

は、民間提案への調査や提案の時間が

あると事業実現性が高まるのではと考

える。 お時間を頂けるなら、提案をし

たい気持ちがあるが、弊社のような地

方中小建設会社にとってリソース配分

が難しい。 
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（※） Ａ：独立採算の十分に可能性がある  Ｂ：独立採算は調査・検討次第で可能である  Ｃ：独立採算は難しいが、調査・検討次第で可能性が無いわけでもない  Ｄ：独立採算は不可能である   

No. 項目 ヒアリング事項     

７ 

③
レ
ン
タ
ル
ラ
ボ
及
び
民
間

付
帯
施
設
に
関
す
る
質
問 

独
立
採
算
に
よ
る 

収
益
事
業
の
可
能
性 

選択肢（※） C （回答なし） C D 

【理由】 
・商業系用途は厳しい為、調査・検討が

必要です。 

詳細の検討が出来ていないので回答

は控えさせていただきます。 
  

８ 

（
ア
）
に
て
Ｄ
以
外
を 

選
択
さ
れ
た
事
業
者 

整
備
内
容 

レンタルラボ 

提案：平屋 

宿舎との関係性：分棟 

備考：軽量鉄骨での提案 

－ 備考：この場所では不可 
提案：300 ㎡ 

宿舎との関係性：合築 

民間付帯施設 

（用途：未確定） 

提案：S 造 

宿舎との関係性：合築 or 分棟 

備考：用途によって決定します。現時点

では未定です。 

－ 備考：今のところなし 
提案：1,850 ㎡ 

宿舎との関係性：分棟 

【理由】 （回答なし） －   

９ 
（
ア
）
に
て
Ｄ
以
外
を 

選
択
さ
れ
た
事
業
者 

収支計画 ・現時点での想定はできておりません。 － 15 年 
②-(イ)を参考 

上記収支計画に記載 

10 事業期間 
・用途によって異なる為、現時点での御

提示はできません。 
－   

11 その他民間アイデア、大学への要望など 

用途＜案＞ 

・学生マンション（食事付き）＊近隣教

育施設からの見込み 

・有料老人ホーム 

・院内保育園 

－  
検討期間を十分に頂けると、SPC 組

成や収支の検討まで至る。 
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(4)  調査結果の概要 

1)  職種宿舎・レンタルラボ・民間付帯収益施設等に関する調査結果 
大項目 中項目 調査結果 

共
通
項
目 

参加意欲 

 関心はあるが、参画については条件による 

 事業全体ではなく、建設・維持管理業務を部分的に担う場合は参

画可能 

 現在の条件では厳しい 

【備考】 

 事業費高騰の懸念がある 

 駅から遠く、事業検討において特殊性の高い立地である 

宿
舎
整
備 

整備内容 

 職員宿舎、留学生宿舎、短期宿泊者用の戸数は大学の想定通りで

良い 

 留学生宿舎、短期宿泊者用居室は需要が不透明のため検討しない 

 職員宿舎、留学生宿舎、短期宿泊者用の入居保証率は概ね 90％を

希望する 

【駐車場】 

 家族世帯は１世帯 2台分の駐車場が望ましい 

 駐車場を 200 台以上確保することができる 

 レンタルラボ使用者分の駐車場台数を増やす必要がある 

【備考】 

 RC 造は高額であるため S造が望ましい 

 一般の人に賃貸する場合、入居者の入退去をコントロールするこ

とができないため、関係者の入居の障壁になる可能性がある 

 入居者の契約手続き等の業務を担うことができる 

 近年、留学生用宿舎を居室整備に加えて、交流を目的としたオー

プンな空間を整備する傾向がある 

収支計画 

 既存施設の解体費用の負担が大きい 

 鉄骨で４階程度であれば建設費用を抑えることができる 

 周辺相場から家賃は、1Kが 45,000～55,000 円、2DK（2LDK を含

む）が 70,000～100,000 円を想定する 

 初期投資額対比単純利回りは約 4.0％であり、一般的に 6～7％程

度が望ましいため、賃貸としては投資不適格と判断する 

事業期間 

 事業期間が 35年以上である場合、対応可能な金融機関が限定さ

れる可能性がある 

 大規模修繕、改修に関する条件を検討する必要がある 

整備 

スケジュール 
 新営工事・解体工事は一体的に実施する 

その他民間

アイデア、

大学への要

望など 

 大学の負担区分および負担額を検討してほしい 

 建築工事に伴う諸経費縮減のため全体工期の短縮が望ましく、過

度に長期的なスケジュール設定は回避してほしい 

 解体工事環境により期間が変動するため、現状建物の詳細を提示

してほしい 
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大項目 中項目 調査結果 

レ
ン
タ
ル
ラ
ボ
・
民
間
付
帯
施
設 

独立採算に

よる収益事

業の可能性 

Ａ：独立採算の十分に可能性がある…１社 

Ｂ：独立採算は調査・検討次第で可能である…０社 

Ｃ：独立採算は難しいが、調査・検討次第で可能性が無いわけでもな

い…４社 

【理由】 

 宿舎入居者や近隣住民、近隣大学の学生がターゲットであるため

 国道 1号線沿いにロードサイド店が充実しており、中心部から少

し離れているため 

 商業系用途は難しいため 

Ｄ：独立採算は不可能である…３社 

【理由】 

 民間需要のみを考慮すると難しいため。大学内需を含めて検討し

たい 

整
備
内
容 

レ
ン
タ
ル
ラ
ボ 

 入居保証率は 80％～90％を希望する 

 事業スキームを変更する場合は事業可能性がある 

 レンタルラボは低い利用料・賃料設定になる傾向があり、賃料だ

けでは事業は成立しない 

 周辺大学との連携次第で入居の可能性はある 

 草津市にポストインキュベーション施設を設置予定で、本事業の

レンタルラボの設置にも影響する 

 駅前の立地が望ましい 

収
益
施
設 

【具体的な提案】 

 学生マンション（事付きの賃貸マンション） 

 有料老人ホーム、高齢者集合住宅、介護ケア付き集合住宅 

 院内保育園 

 工場倉庫 

【備考】 

 入居保証率は原則 100%とし、全事業期間の平均でも 90%以上が理

想である 

 収益施設の独立採算は難しい 

 東側道路は交通量があり集客が見込める。高低差があるため、西

側道路からショートカットする通路などがあれば活用しやすい。

 大学敷地内の既存収益施設（調剤薬局など）を該当施設内に移転

させる 

 民間付帯施設は事業者が撤退するなどのリスクがある 

その他民間

アイデア、

大学への要

望など 

 具体的な民間付帯施設を要求水準で指定せず、事業者提案に委ね

ることで、事業への参画ハードルを下げる 

その他 

 公募スケジュールにおいて事業検討期間が十分にあると参加意欲

が上がる 

 一般的な賃貸住宅のニーズとは異なるため、大学側から入居者

（看護師や大学関係者ら）に関する情報を提供してほしい 



 

53 

2)  ドラッグストア・福祉関係施設のみに関する調査結果 
項目 調査結果 

事業参画の可能性 

・事業参画は難しい 

【理由】 

 足元人口・交通量が少なく、集客を見込めないため。ただ、東

側道路から出入り出来るような事が可能になれば、多少は改善

するので、再度検討の可能性がある 

 医療系大学・病院の敷地内という立地特性を加味しても、出店

基準に満たない 

 他の調剤薬局が既に出店しているため 

 高齢者住宅は利用料金設定の面で検討できないため 

 認知症高齢者のグループホーム事業は、近年は大津市において

設置計画が無いため 

 アッパーミドルをターゲットとした高齢者向け住宅は、滋賀県

のマーケットでは事業展開がむずかしい。 

その他 

 高齢者住宅に限らず、事業そのものに大学が特徴付けをして、

その特徴に沿った住宅や事業を提案する、という流れが望まし

い。 

 医科大学や大学病院と近接するメリットや具体的なビジョンが

無いと難しい。 

 病院のサテライトとして、クリック、訪問看護・訪問介護の事

業所などを併設した住居が考えられる 

【周辺の立地状況】 

 
 ●福祉関係施設 ●ドラックストア、薬局 
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① 福祉関係施設 
番号 施設名 分類 

1   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
 

 
 

   

   

   

  
  

   

   

   

   

 
 

  

  
 

  
 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
 

  

 
 

 
 

※Google map において「福祉」「養護」「介護」「老人」で検索（2024/11/18 現在） 
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② ドラッグストア・薬局 
番号 施設名 分類 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

    

    
     

※Google map において「薬局」で検索（2024/11/18 現在） 
 

3)  民間主体によるレンタルラボのみに関する調査結果 
項目 調査結果 

事業参画の可能性 

 事業参画は難しい 

【理由】 

 大学に所属する研究者の母数が重要であり、滋賀医科大学

では母数が少ないと思われる 

 民間が借りる可能性もあるが、需要は乏しく、安価な賃料

設定にする必要がある 

【その他】 

 レンタルラボは利益率が低く事業収支全体の 1％程度が妥

当である 

 民間ベースでは採算が合わないため、国の補助などを活用

して事業を実施する 

 大学発のラボであれば実現可能性はある 

 地元でコア企業がいる場合は、実現可能性はある（東レな

ど） 
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5. VFM の算定 

(1)  VFM とは 
PFI 手法を導入する前提は、PFI 事業として実

施した方が従来方式より公共資金の効率的活用

を図ることができることが必要となる。その効率

性を評価する指標の１つがVFMである。 VFM の算

定では､設計、建設、維持管理、運営の各段階の経

費を積み上げ、事業期間を通じて 必要になる行

政負担額の総額を算出する。従来方式で行った場

合と PFI 手法で行った場合で算出し、その額を現

在価値に換算して比較することで評価を行う。 

＊内閣府ホームページより 

(2)  VFM 算定諸条件の設定 
算定における諸条件を以下のように設定する。 

項目 設定値 備考 

事業手法 
PFI(BTO) 

サービス購入型 

・市場調査の結果から宿舎事業及びレンタルラ

ボを独立採算型で実施する事は困難な結果

となった。 

・特にレンタルラボについては大学側が運営主

体ではないと事業化が難しい結果でもあっ

たことから BT+コンセッションの導入は厳し

いと判断、サービス購入型での算定とする。 

事業期間 

工事 4 年 

維持管理運営 

30 年 

・市場調査では 40 年の提案もあったが、金融機

関から調達にリスク懸念もあるため当初想

定をしている 30 年で算定とする。 

借入金利 

（基準金利） 
1.28％ 

・リフィニティブ社の公表する東京スワップレ

ート・フォールバックによる基準金利を用い

る。令和6年 10 月 時点の 15 年物金利を採用

し、事業期間の中間である 15 年目に借り換え

を想定する。 

借入金利 

（スプレッド） 
0.5％ 

・「公立学校耐震化 PFI マニュアル（文科省）に

おいて、リスクの少ない事業として利ざや部分

は 0.5％を見込んでおり、同じ設定する。 

建中金利 1.78％ ・基準金利と同等を採用 

現在価値割引率 1.33％ 
・VFM に関するガイドラインを参考に 30 年国債

利回りの過去 10 年の平均値から設定する。 

施設整備費用 

維持管理運営費用 

削減率 

10% 

・地方公共団体向けサービス購入型 PFI 事業実施手続

き簡易化マニュアル（内閣府）における公営住宅

を参考に 10％と設定した。 
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(3)  事業費の設定 
事業支出を以下のように設定する。7 

表 5.1：事業手法別の事業支出 

（単位：百万円） 

 

(4)   VFM 算定結果 

1)  VFM 算定結果 

VFM 算出を算出したところ、現在価値ベースでプラスとなり、従来手法と比較した VFM

となった。 

＊現在価値：将来のお金を現時点の価値に計算した金額（前ページの現在価値割引率） 

表 5.2：VFM の算定結果 
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6. 評価・課題の整理 

(1)  市場調査結果を踏まえた事業スキーム 

市場調査による民間の本事業の参加意向を踏まえると以下の理由により当初想定した BT コ

ンセッションによる事業スキームの事業化は厳しい事から今後、事業化に向けて実現の可能性

が高い以下の事業スキーム導入について判断する必要がある。 

 

【BT コンセッション事業化困難理由】 

 ・宿舎整備：民間から収入から投資額まで含めた事業収支の提案を受けたが、運営権の設定に

至るには厳しい結果となった。事業に対して民間ノウハウの発揮は期待出来る事からスキー

ムを再考すべき。 

 ・レンタルラボ及び共創拠点地域連携施設：民間主体での事業化の可能性の意向がなく、大学

が関与して事業実施していくようなスキームを再考すべき。 

 
【実現可能性の高い事業スキーム（案）】 

《BTO・サービス購入型・事業期間 30 年（一部民間付帯施設を導入する場合は定期借地）》 

＊事業期間：40 年の提案が大学の年間支払いには優位働くが金融機関の金利上昇と貸出懸念 

＊レンタルラボ 等：民間主体では厳しいが大学主体での活用を見据えて整備 

＊民間付帯施設：今回、想定した施設内容を含めて提案がなかった事、敷地全体を宿舎に活用

する事提案もあったことから民間提案とする 

＊直接協定：事業に課題が発生した際に立て直しを金融機関が対応する事の協定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

滋賀医科大学 

職員宿舎 
レンタルラボ 
共創活動拠点 

地域連携施設＊ 
民間付帯施設 

      ＊ 

SPC（特定目的会社） 
単独企業 

設計企業 建設企業 維持管理 
運営企業 

付帯施設実施 
企業 

金融機関 

直接協定＊ 

利用・家賃支払 
利用・利用料支払 契約・サービス対価

契約・事業実施 

借入・支払 

利用者 利用者 

入居者 
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(2)  大学の財政負担額 

今回、民間ノウハウを最大限に活かす事により大学側の負担なしでの宿舎整備（維持管理運

営含む）の可能性について、市場調査（マーケットサウンディング）を通じて検討を行ったが、

周辺における家賃相場や建設高騰などから一定の大学の財政負担が必要な結果となった。総額

での負担の視点及び事業期間の設定による年間額の負担の視点等を踏まえて学内での調整の

必要がある。具体案としては、施設を低層化し、イニシャルコストを抑えるなどの方法が考え

られる。 

表 6.1 令和５年住宅・土地統計調査 住宅及び世帯に関する基本集計 
（円/戸）  

項 目 １か月当たり家賃 １か月当たり共益費・管理費 

大津市 
21.8～32.7 ㎡ 49,343 4,655 

54.7 ㎡以上 70,931 7,441 

草津市 
21.8～32.7 ㎡ 55,039 5,320 

54.7 ㎡以上 79,407 6,868 

表 6.2 収支   
（円/事業期間）  

＊収支結果については、提案された企業により内容が異なる点があるため留意が必要 
 

(3)  宿舎整備の機能・性能 

今回の検討では、民間ノウハウを最大限に活かす事を前提としたが、大学側の負担が一定必

要になる事を踏まえると、イニシャルコストを下げるため、宿舎整備における機能や性能につ

いては、公募に向けて今回検討した要求水準書（案）を規模縮小・グレードダウンするなど関

係部局と調整しておく必要がある。 

(4)  レンタルラボの導入 

今回、複合施設整備における民間主体での事業参画の可能性を中心に１社関西で大規模かつ

実績がある企業にヒアリングを実施したが、大学側の関与がなければ実現性が難しいとの意見

が大半だった。一方、大学が直近で整備をしたレンタルラボについては、共同研究講座に参画

している自治体や民間企業等の利用があり、現在は満室の状況である。今後、大学側と関連す

る企業の利用についてヒアリングを実施しながら、大学主体での事業化に向けて公募条件を決

定する必要がある 

(5)  共創拠点地域連携施設の導入 

地域連携施設としては、近接する県立の大型スポーツ施設の利用者ニーズを踏まえ、コワー

キングスペース、宿泊、倉庫などが考えられる。今後、県内外のスポーツ施設利用者の具体的

なニーズ把握のためヒアリングを実施し、その結果を基に公募に向けて地域連携の機能の条件

を決定する必要がある。  
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(6)  民間付帯施設の導入 

民間付帯施設（飲食関係店舗、ドラッグストア、教育施設、民間学童施設、保育施設などを

含む）の導入については、市場調査（マーケットサウンディング）の結果を整理すると主に以

下の立地上の要因から宿舎整備にあわせて導入するのは厳しい結果となった。また、敷地利用

について民間付帯施設を導入しない事で効率的な宿舎整備となる提案を受けた。 

こうした結果を踏まえて、公募に向けた検討において、導入の可否を判断する必要がある。 

 

【主な民間付帯施設導入が困難とする立地状況】 
 ・高速道路で分断されている事による通過交通量の少なさ 
 ・周辺住宅団地からの交通アクセスの悪さ 

・多少の交通量がある東側道路と敷地との高低差による開発の困難さ 

(7)  事業化に向けたスケジュール（案） 

事業化に向けたスケジュールについては、今回の検討結果を踏まえた学内における調整期間

が必要となりますが、最短でのスケジュールとしては、以下が考えられる。 
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7. 宿舎整備検討ワーキング 

(1)  宿舎整備検討ワーキング開催状況 
 開催日程 

第 1 回ワーキング 令和６年 10 月 28 日 

第２回ワーキング 令和７年２月 10 日 

 

(2)  宿舎整備検討ワーキング参加メンバー 

〇：議長・委員長等(その委員会等の長) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

62 

参考資料 

(1)  実施要領 
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(2)  様式集 
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(3)  事業提案シート 
事業者名  

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

当社のノウハウを活かせる住宅系の PPP 事業であることから、一定の参画意欲を有しておりま

す。一方で現状の入居率があまり高くはないことから、入居率の低さが何らかの形で事業者リス

クになるような事業スキームの場合、参画の障壁になると考えます。 

② 宿舎整備に関する質問 

（ア）整備内容 
 
 

項目 大学想定 提案 備考 

職員宿舎 
１Ｋ 200 戸 200 戸 

現状の入居戸数と同等が適切

と考えます 

２ＬＤＫ 20 戸 20 戸 妥当と考えます 

留学生宿舎 
１Ｋ 20 戸 20 戸 妥当と考えます 

２ＬＤＫ 10 戸 10 戸 妥当と考えます 

短期宿泊者用 １Ｋ 10 戸 10 戸 妥当と考えます 

駐車場 200 台 300 台 

車社会の地域性を考慮し、

2LDK入居者が一定数2台保有

できる形が望ましいと考えま

す 

宿舎住人の交流スペースの整備 200 ㎡程度 200 ㎡程度 妥当な広さと考えます 

その他 ―  特にございません 

（イ）収支計画 

当社は維持管理会社ですので、施設整備に係る費用については回答を控えますが、新築になるこ

とから宿舎費は少なくとも現在より数割程度値上げしても問題ないと考えます。事業地周辺の民

間賃貸（1K）の相場が 4～5 万円ですので、1K・2LDK それぞれ民間賃貸の半分程度の金額が一つ

の目安になるのではないかと思われます。 

 入居率については、空室管理のコスト等を考慮すると 90%程度は確保するべきと考えます。そ

れに伴い入居保証率を 80%以上の割合で設定いただくことで事業者リスクを可能な限り軽減いた

だきたいと考えています。 

家賃設定や入居保証率については、各業務に係る費用と事業スキームをどのように選択するか（=

貴市の負担範囲をどのように考えるか）によっても目安の数字が変わってきますので、その点を

ご留意いただければと思います。 
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（ウ）事業期間 

30 年程度が妥当と思われます。スケールメリットを活かすことができ、2 回目の大規模修繕工事

が事業期間外になる事業期間として、30 年～35 年程度で設定することが、事業者の参画障壁を

低くする観点から適切と考えます。 

（エ）整備スケジュール 
 

 

⇒建設業界の人材不足等を考慮し、新営工事・解体工事はなるべく一体的に実施（あるいは A～

C 棟と D～F 棟で 1～2 ヶ月ずらすことで、A～C 棟の工事を終えた職人がそのまま D～F 棟にスラ

イドできる工程）をご検討ください。 

 加えて、全体工期を極力短縮化することで、建設工事に伴う諸経費（建中ローンの金利等）を

縮減できることから、過度に長期的なスケジュール設定も回避いただけると幸いです。 

流れ 項  目 R９年度 R10 年度 R11 年度 R12 年度 R13 年度 

 【記載例】矢倉宿舎２棟の取り壊し 
 

    

１ 矢倉宿舎２棟の取り壊し  
 

   

２ 南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟の取り壊し 
 

    

３ 
南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟跡地に宿舎新営

工事（住人の移転を含む） 
 

 

   

４ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

を取り壊し 

 

    

５ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

跡地に新営工事（住人の移転を含む） 
 

 

   

６ 
看護師宿舎・国際交流会館・職員会館

を取り壊し 
  

 

  

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

合理的な施設整備を行うため、D～F 棟の入居者について一時的に別宿舎等で生活していただける

ような方策をご検討いただきたいです。 

③ レンタルラボ及び民間付帯施設に関する質問 

（ア）独立採算による収益事業の可能性 

Ｃ： 独立採算は難しいが、調査・検討次第で可能性が無いわけでもない 

【理由】： 

事業地周辺は住宅街であり、ターゲットは宿舎の入居者や近隣住民、近隣大学の学生が主となる

ため、一定の客単価を必要とする事業を行うにはハードルが高いと考えます。また、このエリア

は国道 1 号線沿いにロードサイド店が充実しており、中心部から少し離れた本事業地での商業施

設の誘致はハードルが高いことから、限られた形態でしか独立採算は成立しないと考えます。 
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（イ）整備内容 
 

項目 大学想定 提案 
宿舎との 

関係性 
備考 

レンタルラボ 

300 ㎡程度 300 ㎡程度 合築 

整備費･管理費双方の縮減

になるため、合築が好まし

いと考えます。 

民間付帯施設 

（用途：小規模商業施設） 

用途・規模

適宜 

会員制ジム、 

100円均一シ

ョップ 

合築 

いずれも 4～5km 離れた南

草津駅･瀬田駅周辺にしか

なく、一方で学生からの需

要は高いことから、条件が

厳しい商業施設の中でも

比較的事業が成り立つ可

能性が高い形態と考えま

す。 

（ウ）収支計画 

当社は維持管理会社ですので、施設整備に係る費用については回答を控えますが、レンタルラボ

は 10室程度、民間付帯施設は 1～2店舗分の面積を確保するので十分と考えます。当社が維持管

理業務を受託してい では、25 ㎡と 50 ㎡のレンタルスペースを用意してお

り、本施設も 1 部屋あたりの面積は同程度で差し支えないと思います。入居者に応じて 25 ㎡の

スペースを 2 区画つなげて貸し出す等、可変性のある施設計画とすることも有効と考えます。民

間付帯施設については、あまりに広い面積を設定することは入居テナント側のリスクにもなるこ

とから、民間付帯施設全体で 200 ㎡～300 ㎡が適切と考えます。 

賃料については、レンタルラボについては月 4.8 万円 と同程度）、民間付

帯施設については月 0.7 万円/坪（南草津駅前の相場より 1～2 割安い設定）が一つの設定目安に

なり得ると考えますが、地域性に精通した地元企業等の意見を取り入れながら設定するのが好ま

しいと考えます。（なお、岡山リサーチパークでは利用料金収入に加えて、指定管理料も受領して

いる事業ですので、その点はご留意ください。） 

入居率については、開業当初の一部空室や一時的な入退去を除き原則 100%、全事業期間(30 年程

度を想定)の平均でも 90%以上が理想像と考えます。 

賃料設定や想定入居率については、宿舎同様に事業スキームや貴市と事業者のリスク分担によっ

て目安が変わりますので、その点はご留意いただければと思います。 

（エ）事業期間 

宿舎の維持管理と一体的に管理運営されるべきと考えていますので、事業期間は宿舎と同一の期

間が適切と考えます。 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

民間付帯施設を事業の要件とする場合、誘致する施設については要求水準で指定せず、事業者提

案に委ねていただくことで、事業への参画ハードルが少しでも低くなるようご配慮を頂けると幸

いです。 
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事業者名  

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

職員・留学生・短期宿泊者等の宿舎整備については、弊社として多数の実績を有しており、貴学

が目指されている姿の実現に向けて、何かしらの貢献ができると考えております。 

一方で周辺環境・マーケット、ならびに昨今の工事費高騰などを考慮すると、独立採算事業によ

る地代収入確保自体が難しくなると想定されます。 

また独立採算事業用地を確保することにより、逆に職員宿舎用地が狭くなり、諸条件を踏まえて

建築すると建物を高層にする必要が出てくる、つまり建設工事費が上がってしまう可能性が高く

なることも重要な課題ととらえております。 

また職員等宿舎について、BT＋コンセッション方式を検討されているのは補助金を活用するた

め、と個別対話にて伺いましたが、運営権設定が職員宿舎では難しいのではと思います。 

全体事業としては、まずは最も適切な設定（事業方式含む）での職員等宿舎整備を行うことが必

要ではないか、そのことが結果的に全体収支の最適化にもつながるのではと考えます。 

弊社といたしましては、職員宿舎及び学生寮等の施設整備に対しては、サービス購入型として、

金銭債権を貴学が負う建付としていただくことが、参画する条件となってまいります。その上で、

民間事業者が独立採算事業にてどのような提案ができるかを加点評価とする事業建付であれば

検討が可能となります。事業方式として BTO 方式（サービス購入型）を採用いただくことで、弊

社といたしまして事業参画可能となります。 

② 宿舎整備に関する質問 

（ア）整備内容 

仮に建築コストを意識して、階数を抑えた（4 階程度）設計を行うと、貴学想定の戸数、諸条件

をすべて踏まえるとすると、全体敷地の大部分を利用する必要があります。 

全体敷地利用案では、職員と留学生、短期宿泊者用、男女などに建物利用を分けたり、一部レン

タルラボなどの収益床を設置するなど、ご要望に合わせて建物配置自体を柔軟に対応することが

可能となります。 

（イ）収支計画 

今後諸条件が整理できましたら、弊社より諸々ご提案させていただければと思っております。 

（ウ）事業期間 

30 年ということには特に異論はございませんが、事業期間と家賃保証額はトレードオフの関係で

す。仮に事業期間が短くなる場合は、貴学にて一時金の拠出等もご検討願います。なお事業期間

35 年超となりますと対応可能な金融機関が限定される懸念がございます。 
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（エ）整備スケジュール 

個別対話の中で解体工事は事業には含めない、というご指示がございましたが、解体工事につい

ても当該事業に含まれるということであれば、現状建物詳細を頂戴できれば検証させていただき

ます。一般論ではございますが、解体に関しては地中埋設の状況、アスベスト含有、近隣にお住

まいの方への配慮、解体工事環境（解体工事導線等）などにより期間が異なってまいります。 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

昨今留学生用宿舎について、 単純な居室 整備だけではなく、オープンな空間を活用した交流に

重きをおいて施設整備されている大学様が増えてきております。もちろんスペース確保、運営な

どコスト増の要因にはなってまいりますが、宿舎内の交流だけではなく、大学内にある施設との

連携なども視野に入れながらの施設計画を検討いただけますと、より貴学の活性化に寄与できる

のではないかと考えます。 

③ レンタルラボ及び民間付帯施設に関する質問 

（ア）独立採算による収益事業の可能性 

Ｃ： 独立採算は難しいが、調査・検討次第で可能性が無いわけでもない 

Ｄ： 独立採算は不可能である 

【理由】： 

貴学隣接という立地特性を踏まえるとドラッグストア等がテナントとして考えられますが、隣接

地に滋賀県薬剤師会 運営と思われる薬局があります。上記でも申し上げましたが、マーケット・

建築費高騰等を現実的に捉えると、定期借地権による独立採算事業は難しいのでは、と考えます。 

またこちらも上記の通り、独立採算用敷地確保職員宿舎等敷地が狭くなる、につながり、必ずし

も貴学にとって独室採算敷地確保＝収支改善とはならないのではと感じております 。 

またレンタルラボについても、立地特性を考慮すると大学に関係する企業等の誘致が考えられま

すが、独立採算、別敷地としての民間事業 しては難しいと考えます。ただ仮に検討するとすれ

ば、貴学職員・留学生宿舎内に企業を誘致するようなスペースをとり（一部賃料を受領、例えば

留学生等と外部 企業・組織とのつながり創出を主たる目的とするスペースとすることで、貴学

全体の活性化につながるとともに、職員宿舎の収支改善にも一部寄与させることは、可能性が少

なからずあるのではないかと思います。 

（イ）整備内容 

今後諸条件が整理できましたら、弊社より諸々ご提案させていただければと思っております。 

（ウ）収支計画 

今後諸条件が整理できましたら、弊社より諸々ご提案させていただければと思っております。 

（エ）事業期間 

職員等宿舎と同様の取り扱いと考えております。 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

ぜひ一度貴学との意見交換の機会をいただけますと幸いです。 

現状ＢＯＯによる事業化は工事費高騰もあり、全国的に 地代確保が非常に難しくなっている情

勢です。（最近具体化している事例は東京都 23 区内に限られてきております） 

弊社といたしましては、昨今の情勢 と貴学の要望（できる限り宿舎整備の持ち出しを減らした

い）それぞれを考慮した現実的な 計画を 実行に移せるよう、今後ともお手伝いさせていただき

たいと思っておりますので、何卒ご検討をいただきたく、よろしくお願いいたします。 
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事業者名 
 

 

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

高度急性期医療、地域医療、人材育成で社会を支える貴学が積極的に事業継続できるよう、職員

の皆様の良好な住環境整備を進めます。当グループは共同住宅、医療、スポーツ、芸術文化、商

業、オフィス等の複合施設の設計・事業企画に複数の実績があります。貴学と当グループが協力

関係を築くことで、魅力的な職員宿舎を整備し事業安定性を確保する事が可能です。事業手法、

事業範囲（宿舎・レンタルラボ・民間附帯施設の整備等）などの条件につきましては、貴学のご

意向を伺いながら協議させて頂きます。 

② 宿舎整備に関する質問 

（イ）収支計画 

貴学の将来的なビジョンを伺いながら宿舎に入居する職員の方々を想定し、建物の規模を協議 

させて頂きます。民間が整備した施設を民間が所有継続する場合や、貴学に所有権移転する場合

など幅広い視野で事業の検討を進めます。貴学の初期投資を軽減し、安定した施設運営ができる

事業を目指します。当グループは、公有地の定期借地方式による事業、敷地を取得しての公有地

有効活用事業、公民パートナーシップ事業（PPP）など行政と協力した事業実績が多数あります。

稼働率や運営コストの負担について、貴学との協力関係を結び協議をさせて頂きます。 

（ウ）事業期間 

減価償却期間を考慮し、事業終了後の建物解体・撤去を含めて事業期間を 50 年と考えます。民

間が建物所有して事業を進める場合は、期間終了後には建物を貴学に所有移転する事も可能で

す。職員宿舎運営に係る貴学のコスト削減に向けて協議をさせて頂きます。 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

当グループの企画・設計・事業実績 

•東京芸術センター：東京都足立区役所跡地の事業プロポーザルで優勝し実現した複合施設

（SOHO、事務所、劇場、会議室、スタジオ、店舗等）。行政の産業振興施設を含む公民パートナー

シップ事業（PPP）として、行政所有地の積極的有効活用と地域の活性化に貢献しています。 

•神戸芸術センター：神戸市が主催した市有地の土地利用提案型事業コンペにより優勝して実現

した複合施設（共同住宅、医療施設、事務所、集会場、店舗、スタジオ、スポーツ施設等）。「芸

術による街づくり」をコンセプトに、1100 席の芸術劇場、3 つの音楽ホール、練習スタジオなど

を設け、地域活性化に寄与する事業を行っています。 

•福岡芸術センター：都市部において緑豊かな神社に隣接する、生活の利便性と自然の潤いを兼

ね備えた集合住宅です。低層部には医療施設が併設され、全住戸バリアフリー設計とすることで

高齢者が安心して住まえる住環境を目指しました。家具家電を含めた基本生活設備を全住戸に備

え付け、短期利用者やセカンドハウス利用者を含めて入居しやすい集合住宅としました。 

•自治医科大学：地域医療に携わる医師養成のため設立された医科大学です。敷地内には大学と
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病院と研究室が一体となった医科病院本部、図書館、運動場施設、宿泊施設、エネルギープラン

トなどが配置されています。既存松林を保護した全体計画、空地の緑化、汚水の再生利用など環

境向上を積極的に試みた計画です。 

•ホテル京阪ユニバーサルタワー：大阪市内再開発地区の中でも最大規模のテーマパークホテル。

33 階建て地上 138ｍのホテルタワーは明快で象徴的な景観シルエットを呈し、ユニバーサルスタ

ジオジャパンのメインエントランスへと続く地域のランドマークとして賑わいを創出していま

す。 

•女子学生会館明泉：学生のライフスタイルの変化に沿うよう、ミニキッチンやユニットバスを

住戸内に設けたワンルームタイプの学生用共同住宅です。隣接するマリアの御心子女会修道院の

シスターが学生の生活を見守る、安全で親しみのある集合住宅です。 

•日本芸術会館：アパレルメーカーの展示場を、体験型芸術施設として当グループが活用。アート

ギャラリー、プレゼンテーションルーム、アトリエ、撮影スタジオなど芸術文化を支援する機能

があります。アトリウム、中庭、レストランが芸術文化活動を彩ります。 

•軽井沢芸術倶楽部：日本を代表する企業の迎賓館を、芸術文化を愛し創造する方々の活動拠点

として当グループが活用。本格的な映像音響設備を備える国際会議場、本格フレンチを提供する

ダイニングホール、スイートルームを含む 27 の客室などから構成されます。 

③ レンタルラボ及び民間付帯施設に関する質問 

（ア）独立採算による収益事業の可能性 

Ａ： 独立採算の十分に可能性がある 

【理由】： 

貴学の意向を伺いながら、社会的ニーズに応えるレンタルラボの実現を目指します。 

（ウ）収支計画 

設備が充実した高齢者集合住宅や介護ケア付集合住宅の併設を検討します。滋賀医科大学医学部

附属病院と連携することで、高齢者を含めて安心して生活できる住環境を提供します。長期滞在

者に適切な医療を提供することで、より高い効果を重ねる集合住宅として信頼を高めます。 

（エ）事業期間 

減価償却期間を考慮し、事業終了後の建物解体・撤去を含めて事業期間を 50 年と考えます。貴

学の意向を伺いながら、社会的ニーズに応えるレンタルラボの実現を目指します。 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

当グループは行政との協同事業の実績が多数あります。国立大学法人である貴学と協力関係を築

くことで、事業の効果を高める事が可能です。職員宿舎整備などについて貴学の希望を丁寧に伺

いたいと存じます。 
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事業者名  

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

本事業全般に非常に興味があり、具体的に検討させていただきたいです。一方で、借地を前提と

した民設民営の事業手法では検討が難しいとも考えております。 

弊社として参画の検討が可能である事業手法は BTO 方式サービス購入型の PFI 事業です。 

本事業においてはSPC設立を前提としたプロジェクトファイナンスにて資金調達を考えておりま

す。借地ですと資金調達がコーポレーションファイナンスやそれに準ずる扱いになり、調達コス

トが高くなる可能性が高いです。加えて、事業者が建物を保有する形になるため、固定資産税等

の負担が発生します。さらに、立地において駅からの距離があるため、貴学の内需以外での需要

が見込みにくく、事業者の汗かきシロが限定されると考えられます。 

以上の理由を覆せるような条件が借地スキームで組み立てられれば検討も可能ですが、現状では

コスト面やリスク負担面において難しいと考えております。 

② 宿舎整備に関する質問 

（ア）整備内容 
  

項目 大学想定 提案 備考 

職員宿舎 
１Ｋ 200 戸 200 戸  

２ＬＤＫ 20 戸 20 戸  

留学生宿舎 
１Ｋ 20 戸 20 戸  

２ＬＤＫ 10 戸 10 戸  

短期宿泊者用 １Ｋ 10 戸 10 戸  

駐車場 200 台 200 台  

宿舎住人の交流スペースの整備 200 ㎡程度 200 ㎡程度  

その他 ―   

（イ）収支計画 

現時点の大概算ですが、既設建物解体工事で約７億円（税別）、貴学が想定する同規模の宿舎新営

工事で約 40 億円（税別）の費用がかかります。 

（ウ）事業期間 

PFI 事業を前提として、修繕関係の負担の有無によりますが、概ね 20～30 年程度を希望します。 
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（エ）整備スケジュール 
 

流れ 項  目 R９年度 R10 年度 R11 年度 R12 年度 R13 年度 

 【記載例】矢倉宿舎２棟の取り壊し 
 

    

１ 矢倉宿舎２棟の取り壊し 
 

約 6 ヶ月    

２ 南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟の取り壊し   約 9 ヶ月   

３ 
南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟跡地に宿舎新営

工事（住人の移転を含む） 
  

 

 約 30 ヶ月 

４ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

を取り壊し 
  約 10 ヶ月 

 

 

５ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

跡地に新営工事(住人の移転を含む) 
※要検討     

６ 
看護師宿舎・国際交流会館・職員会館

を取り壊し 
   約 10 ヶ月 

 

③ レンタルラボ及び民間付帯施設に関する質問 

（ア）独立採算による収益事業の可能性 

Ｄ： 独立採算は不可能である 

【理由】： 

民間需要のみを考慮すると難しいですが、貴学の内需としてどの程度のものがあるか具体的なヒ

アリングの上、判断させていただきたいです。 
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事業者名  

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

・取り壊し：全棟事業対象外を希望します。 

・宿舎、レンタルラボ：BTM（維持管理含む・運営は含まず）を希望します。 

・民間付帯施設：独立採算型を希望します。 

② 宿舎整備に関する質問 

（ア）整備内容 
 

項目 大学想定 提案 備考 

職員宿舎 
１Ｋ 200 戸  大学様想定通り 

２ＬＤＫ 20 戸  〃 

留学生宿舎 
１Ｋ 20 戸  〃 

２ＬＤＫ 10 戸  〃 

短期宿泊者用 １Ｋ 10 戸  〃 

駐車場 200 台  〃 

宿舎住人の交流スペースの整備 200 ㎡程度  〃 

その他 ―   

（イ）収支計画 

・別紙にて概算費用を御提出致します。 

＊共通質問（ア）参画意欲の希望内容とは異なります。 

（ウ）事業期間 

・大規模修繕費用は別途を希望します。 
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（エ）整備スケジュール 
 

流れ 項  目 R９年度 R10 年度 R11 年度 R12 年度 R13 年度 R14 年度 

 【記載例】矢倉宿舎２棟の取り壊し 
 

     

１ 矢倉宿舎２棟の取り壊し       

２ 南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟の取り壊し       

３ 
南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟跡地に宿舎新営

工事（住人の移転を含む） 
  

 

   

４ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

を取り壊し 
   

 

  

５ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

跡地に新営工事（住人の移転を含む） 
     

 

６ 
看護師宿舎・国際交流会館・職員会館

を取り壊し 
      

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

・取り壊しは、全棟 事業対象外を希望します。 

③ レンタルラボ及び民間付帯施設に関する質問 

（ア）独立採算による収益事業の可能性 

Ｃ： 独立採算は難しいが、調査・検討次第で可能性が無いわけでもない 

【理由】： 

・商業系用途は厳しい為、調査・検討が必要です。 

（イ）整備内容 

 
 

項目 大学想定 提案 
宿舎との 

関係性 
備考 

レンタルラボ 300 ㎡程度 平屋 分棟 軽量鉄骨での提案 

民間付帯施設 

（用途：未確定） 用途・規模適宜 S 造 合築or分棟 

用途によって決定しま

す。 

現時点では未定です。 

（ウ）収支計画 

・現時点での想定はできておりません。 

（エ）事業期間 

・用途によって異なる為、現時点での御提示はできません。 
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（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

用途＜案＞ 

・学生マンション（食事付き）＊近隣教育施設からの見込み 

・有料老人ホーム 

・院内保育園 
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事業者名  

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

参加について関心は持っている。 

② 宿舎整備に関する質問 

（イ）収支計画 

・宿舎整備に係る費用について、設計や共用備品について大学で負担いただきたい。 

・レンタルラボの整備費用について、整備に係る全費用を大学で負担いただきたい。 

・入居保証率を 90%程度せっていただきたい。 

（ウ）事業期間 

・金融機関との協議や大学の想定賃料・入居保証率によるが、30～40 年程度で設定いただきた

い。 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

・建築費、人件費が高騰しており事業収支がかなり厳しいことが想定されるため入居保証率の設

定やイニシャル費用の一部負担などご検討いただきたい。 
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事業者名  

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

・参加意欲については、事業によると思われます。 

・補助とか保証および民間施設を持ってくる際に工場倉庫も検討できるとか 

・公園にして市民の憩いの場にするか 

・レンタルラボは駅前がベスト 

・リーシングしたが出店するところがない視認性がない、ある程度設備が整っている 

② 宿舎整備に関する質問 

（ア）整備内容 
 

項目 大学想定 提案 備考 

職員宿舎 
１Ｋ 200 戸  別紙計画内容 

２ＬＤＫ 20 戸   

留学生宿舎 
１Ｋ 20 戸   

２ＬＤＫ 10 戸   

短期宿泊者用 １Ｋ 10 戸   

駐車場 200 台   

宿舎住人の交流スペースの整備 200 ㎡程度   

その他 ―   

（イ）収支計画 

・短期宿泊者は月極賃貸契約でないと読めない 

・駐車場は有料管理とする 

・交流スペースについても学校で借りてもらう 

・収支は別紙 

（ウ）事業期間 

３０年は長い借り上げは難しい１０年から１５年で大規模改修をどうするかが焦点となり、長く

なると金利がかかり、全体の総事業費が大きくなる。 
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（エ）整備スケジュール 
 

流れ 項  目 R９年度 R10 年度 R11年度 R12年度 R13年度 

 【記載例】矢倉宿舎２棟の取り壊し 
 

    

１ 矢倉宿舎２棟の取り壊し      

２ 南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟の取り壊し      

３ 
南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟跡地に宿舎新営

工事（住人の移転を含む） 
 

 

   

４ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

を取り壊し 
    

 

５ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

跡地に新営工事（住人の移転を含む） 
     

６ 
看護師宿舎・国際交流会館・職員会館

を取り壊し 
     

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

民間施設を呼び込むには東側の道路は高低差があるため、西側の道路に対して西からショートカ

ットできる通路をつけるとか活用しやすい場所としていく。補助とか保証を充実させてほしい 

③ レンタルラボ及び民間付帯施設に関する質問 

（イ）整備内容 
 

項目 大学想定 提案 
宿舎との 
関係性 

備考 

レンタルラボ 300 ㎡程度  合築 or 分棟 この場所では不可 

民間付帯施設 
（用途：     ） 

用途・規模適宜  合築 or 分棟 今のところなし 

（エ）事業期間 

15 年 
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事業者名  

① 共通質問 

（ア）参画意欲 

宿舎、レンタルラボは BTO 方式で問題無いと考えられる。短期宿泊施設や民間付帯施設について

は、事業用定期借地や指定管理なども見据えた柔軟な条件により参加意欲が変動する。また、事

業時期も重要であるが、事業検討時期が潤沢にあると参加意欲は向上する 

② 宿舎整備に関する質問 

（ア）整備内容 
 

項目 大学想定 提案 備考 

職員宿舎 
１Ｋ 200 戸 200 戸 （日本工営様企画に準じる） 

２ＬＤＫ 20 戸 20 戸 （日本工営様企画に準じる） 

留学生宿舎 
１Ｋ 20 戸 20 戸 （日本工営様企画に準じる） 

２ＬＤＫ 10 戸 10 戸 （日本工営様企画に準じる） 

短期宿泊者用 １Ｋ 10 戸 10 戸 （日本工営様企画に準じる） 

駐車場 200 台 220 台 （日本工営様企画に準じる） 

宿舎住人の交流スペースの整備 200 ㎡程度  （日本工営様企画に準じる） 

その他 ―   
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（ウ）事業期間 

現時点の計画では 30 年で想定しておりますが、マイナスとなっているため難しいと判断します。 

（エ）整備スケジュール 
 

流れ 項  目 R９年度 R10 年度 R11 年度 R12 年度 R13 年度 

 【記載例】矢倉宿舎２棟の取り壊し 
 

    

１ 矢倉宿舎２棟の取り壊し      

２ 南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟の取り壊し 
 

    

３ 
南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟跡地に宿舎新営

工事（住人の移転を含む） 
     

４ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

を取り壊し 
     

５ 
南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２

跡地に新営工事（住人の移転を含む） 
    

 

６ 
看護師宿舎・国際交流会館・職員会館

を取り壊し 
    

 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

来院患者、入院患者などの病院利用者とその家族、宿舎居住者、地域とのＨＵＢとなる民間付帯

施設の検討には、民間提案への調査や提案の時間があると事業実現性が高まるのではと考える。 

お時間を頂けるなら、提案をしたい気持ちがあるが、弊社のような地方中小建設会社にとってリ

ソース配分が難しい。 

③ レンタルラボ及び民間付帯施設に関する質問 

（ア）独立採算による収益事業の可能性 

Ｄ： 独立採算は不可能である 
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（イ）整備内容 

  

項目 大学想定 提案 
宿舎との 

関係性 
備考 

レンタルラボ 300 ㎡程度  合築 or 分棟  

民間付帯施設 

（用途：こども賑わい、

カフェ、物販店舗） 

用途・規模適

宜 
 合築 or 分棟 

 

（ウ）収支計画 

②-(イ)を参考 上記収支計画に記載 

（オ）その他民間アイデア、大学への要望など 

検討期間を十分に頂けると、SPC 組成や収支の検討まで至る。 
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(4)  サウンディング議事録 
 

企業名  

項目 回 答 

参加意欲 
・ 既存宿舎 A～Cの入居率を懸念していたが、入居を停止しているの

であれば問題ない。 

整備内容 ・ 家族世帯は 2 台分の駐車場を用意することが望ましい。 

収支計画 

・ 民間の一般的な家賃の半分が目安になる。 

・ 収支の試算まではできていないので、改めて検討する。 

・ 前提条件によって収支計画は変化する。コンセッション、BTを想

定し、税金等を含めて検討する。 

事業期間 

・スケジュール 

・ 維持管理期間が短いと収支計画はむずかしい。収支計画は仮に 30

年で計算する。 

・ 解体、整備の流れは大学の示した通りで対応できる。解体などの

作業が集約できるのであれば、そのようにする。 

レンタルラボ 

・ レンタルラボは具体的な利用者数等が不明であるため、導入の検

討が進んでいない。 

・ 近隣の住民や大学生がターゲットだが、完全独立採算での事業は

むずかしい。 

・ レンタルラボは自前のラボを所有していない人が利用するため、

低い利用料設定になる傾向がある。よって、入居者にも費用を抑

えた賃料設定となる。レンタルラボの採算性は低く、賃料だけで

は事業は成立しない。 

・ 周辺の大学との連携次第で、入居の可能性は十分にあると考える。 

・ 合築することでイニシャルコストを抑えることができる。 

・ 岡山の事例は指定管理で実施しているが、指定管理料だけでは維

持管理費をまかなえず、指定管理＋賃料収入で維持管理を行って

いる。 

・ 大学側の提示する条件は厳しいが、レンタルラボの事業スキーム

を変更するのであれば事業の可能性は見込める。 

収益施設 ・ 収益施設として、学生宿舎にスーパーが併設している実績がある。 

その他 

・ コンセッションの事業手法では参画のハードルが高いと考える。

入居者が支払える家賃に限界があり、上限を超える場合は大学負

担を検討して頂きたい。 
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企業名  

項目 回 答 

類似実績 

 

・ BTO 事業として、既存建物の解体、備品のイニシャルコスト、大規

模修繕を含む事業を行っている。 

整備内容 

・ RC 造は建設コストが高額になるため、積水ハウスの得意とする鉄

骨造の低コストの住宅を提案する。現在は４階建て、鉄骨造、EV

付きで検討中である。 

・ ３階建て、EVなしの場合等も検討できる。 

収支計画 

・ 独立採算事業では収支計画が厳しい。 

・ 大学で事業方式の検討を頂ける場合は可能性が高い。サービス購

入型であれば検討できる。 

・ 大学の費用負担の低減は理解できるが、民間収益施設の敷地確保

のために宿舎の土地を圧迫し、宿舎が高層化している。低層で建

設コストを抑えるべきである。 

・ 宿舎を BTO 方式（サービス購入型）で検討し、建物の一部で独立

採算事業を実施してはどうか。独立採算事業を加点対象として事

業者が提案を行う事業建付であれば、検討が可能である。 

・ 鉄骨で４階程度であれば建設コストを抑えることができる。 

・ 詳細な収支計画は算出していない。1 月 17 日までに検討する。 

事業期間 

・スケジュール 

・ 事業期間を引き延ばして検討すると、割り出される賃料が自ずと

安くなる。 

・ 事業期間は 30～40 年で検討できる。 

・ 金融機関との調整も必要である。 

レンタルラボ 

・収益施設 
・ 独立採算事業では難しい。 

その他 

・ C 棟以外は一団地認定の範囲とされている。 

・ 会社として不動産などの資産を所有しないため、割賦債権を信託

住建化した後に売却し、施設整備費は回収する。事業期間中の窓

口業務は積水ハウスが担う。 

・ 維持管理や入居者との家賃のやり取り等の業務も担うことができ

る。 
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企業名  

項目 回 答 

類似実績 

 

・ 高齢者向け介護ケア付き住宅として整備。 

 

・ 足立区役所の跡地を活用した複合施設を設計した。劇場、スタジ

オ、SOHO などの機能を備えている。 

参加意欲 

・ 関心がある。 

・

 

収支計画 
・ 事業者側からの一方的な提案ではなく、大学の意向を踏まえ検討

を行いたい。 
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企業名  

項目 回 答 

参加意欲 ・ コンセッション、独立採算での事業実施は厳しい。 

収支計画 

・ RC 造のため整備費が高額であり、民間のみで事業を行う場合は収

支が合わない。 

・ 施設整備費で約 40億（税別）としているが、借地を前提で検討し

ているため賃料を含めた詳細な検討はしていない。 

・ サービス購入型の BTO であれば参画できる。 

・ 大学と事業者で負担区分を分ける場合は、事業の可能性はある。 

・ 施設整備の費用は家賃収入と割賦払いで賄う。 

・ 提供の収支計画のフォーマットを確認し、１月中旬までに再検討

する。 

・ 更新・修繕（大規模修繕を含む）は大学に負担していただきたい。 

事業期間 

・スケジュール 

・ 20～30 年と記載していたが、10 年間で事業費に大きな差が出るた

め、再検討する。 

収益施設 ・ 収益事業は内需しか見込めないため、独立採算は難しい。 

その他 

・ 駅から遠く、特殊性の高い立地だと考える。駅近の家賃と同等で

あれば需要がない。 

・ 一般的な賃貸住宅のニーズとは異なり、看護師や大学関係者らの

ニーズが不明である。大学側から入居者に関する情報提供をいた

だきたい。 
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企業名  

項目 回 答 

参加意欲 
・ 得意分野は建設・維持管理である。コンセッションとして事業全

体に取り組むことには消極的である。 

収支計画 

・ 賃料・駐車場の収入が約 50～56 億円程度、支出は約 102 億を見込

んでいる。大学の負担額は、差額の約 50 億前後を想定している。 

・ 月額の家賃設定が課題であると考える。ワンルームを最低 5.5 万

円、世帯向け住戸を最低 8 万円に設定している。 

・ 維持管理期間が 30年のため、大規模修繕費は算入していない。 

・ 昨今の建設費、事業費の高騰の懸念がある。 

事業期間 

・スケジュール 

・ 解体工事を１年、建設２年を想定している。 

・ 解体工事は大学に実施してほしい。解体は大学から直接入札した

方が安価だと考える。 

レンタルラボ 

・収益施設 

・ サービス購入型、BTM での事業実施であれば可能性は十分に考え

られる。 

・ 収益施設の独立採算では厳しい。 

・ オープンスペースについて、大学と事業者の橋渡し役を設けて運

営することは一般的には可能だと思う。大和リースが代表企業と

なって管理・運営をする場合は、滋賀に十分な人材確保ができな

いため難しい。 

・ 民間付帯施設は、学生マンション、有料老人ホーム、院内保育園

が考えられる。具体的な事業者は現時点では名言できない。 

・ 学生マンションは食事付きの賃貸マンションが考えられる。 

・ 商業系の用途は難しい。 

・ 働いている人向けの院内保育園が考えられる。院内のニーズは把

握できていないが、病院以外の近隣の企業のニーズを含めて検討

しても良い。 

その他 

・ 大学の負担額がどのくらいか。 

・ 建設費は高騰する一方で、家賃相場はあまり変動しないため、ギ

ャップが生じている。 
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企業名  

項目 回 答 

類似実績 

  

・ 事業を辞退した。理由は、想定以上に建築費が高騰し、収支計画

が合わなくなったためである。 

・ 大学側が設計費用、共用備品、レンタルラボ等の宿舎以外の設備

のイニシャルコストを負担。 

・ 入居保証率は 85％である。 

・ １住戸の面積は 18 ㎡、家賃は 54,400 円である。大学の当初の実

施方針では 50,000 円であったが、増額を要求した。 

・ 大学の負担額を増やすことができないため、家賃を上げる、もし

くは建設コストを下げることを検討している。 

・ 当初は４階建てを検討していたが、建設コストを抑えるために２

階建てに変更し、アパート群、ヴィラのような案となっている。

滋賀医科大学の宿舎整備においても、できるだけ建設コストを抑

えるため、低層とする方が良いと考える。 

・ は施設の 24 時間管理を求めているが、人件費が高く、新

潟大学は条件を見直して事業を進めたいと考えており、再公募の

可能性が高い。 

・ 大学も事業を実施したいという考えはあるが、実現性は半信半疑

の状態で公募に踏み切ったという印象がある。 

参加意欲 ・ 関心がある。 

収支計画 

・ 設計、建設を担う事ができないため、収支計画を作成することは

できない。 

・ 新潟大学は 40 年で 1.5 兆円の事業規模であり、10 年ごとに見直

しを行う予定であった。 

事業期間 

・スケジュール 

・ 事業期間は、事業者側としては 30 年、金融機関としては 40 年が

望ましい。大学側としては 30年の割賦が難しい。 

レンタルラボ 

・収益施設 

・ にもレンタルラボが付帯しており、食堂兼フリースペー

スとして民間事業者が独立採算での運営を検討していた。イニシ

ャルコストの負担が大きいため、備品としてカウントするなどし

て対応している。 

・ 食事提供での収益があるが、レンタルラボのみの収益では難しい。 
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企業名  

項目 回 答 

参加意欲 

・ 最終的な条件設定によって参画を改めて検討したい。 

・ 特に、大学がどの程度の負担を引き受けるかが参画の決定に影響

を与える。 

収支計画 

・ 概算収支計画の条件設定、記入項目がわかりづらく、複数の事業

者で検討内容にばらつきが生じると思う。 

・ 大学の支出が 0となるような計画は難しい。 

事業期間 

・スケジュール 

・ 事業期間を 15年として計算している。 

・ 直近の事例を参考に維持管理費を概算で設定している。 

・ 解体費は坪 20万程度の見込みである。 

レンタルラボ 
・ 草津市のポストインキュベーション施設設置を予定しているお

り、本事業のレンタルラボの設置にも影響すると考えられる。 

収益施設 

・ 工場倉庫による事業性を検討できる。 

・ 東側の道路は交通量があり、隣接する敷地であれば事業可能性が

見込める。 

・ 大学敷地内の既存収益施設（調剤薬局など）を該当施設内に移転

させることも考えられる。 

・ 収益施設としてではなく、患者が憩い、集うための空間として整

備してはどうか。 

その他 

・ 近年、どのような事業でも建設工期が最低２年はかかると言われ

ている。作業者の確保が難しく、物価高騰による業務調整が要因

である。 

・ 滋賀高専でもレンタルラボの導入を検討しているが、セキュリテ

ィの問題がある。 

・ 現在の条件には含まれていないが、土地利用を変更し、別な方法

で収益確保を検討してはどうか。 

・ 条件が厳しく、民間事業者に丸投げしているような印象を受ける。 
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企業名  

項目 回 答 

類似実績 

 

の宿舎を整備。学生の意見をデザ

インに取り入れた。維持管理は大学が管理会社に委託している。 

参加意欲 

・ 一社での参画は難しいが、複数社と協同なら検討できる。 

・ 背伸びしている規模感ではある。 

・ PFI の実績はほとんどないが、昨年度から公民連携の部署ができ、

会社として取り組みたい事業分野である。 

・ 設計施工を一環で行う会社であり、維持管理業務を担うことはで

きない。 

収支計画 

・ 事業期間を 30年としても赤字である。 

・ 維持管理費は管理費と人件費を算入した。具体的な事業計画には

至っていないため、変動する可能性がある。 

レンタルラボ 

・ 賃料の相場が不明である。 

・ 賃料収入は滋賀・京都のレンタルラボを参考に坪 1,000 円として

算出した。 

その他 

・ 滋賀県高島市に本社がある。 

・ 集合住宅の事例としては、民間の賃貸マンション（20 戸）がある。 

・ 現在、他の自治体の公営住宅（約 60戸）の公募に参画予定である。 

・ 滋賀県内をメインに事業展開している。 

・ 官民連携業務としては事業主体を担うことができる。 

 

  



 

99 

企業名  

項目 回 答 

事業の可能性 

・ 現状の案では集客が難しいため見込めない。 

・ 協力会社と合同であれば可能性はあるが、具体的な検討はしてい

ない。 

敷地条件、立地 

・ 店舗へのアクセスが売上の予測値、賃料設定に大きく影響する。 

・ 43 号線沿いの立地が望ましく、東西方向に敷地を横断できるとよ

い。 

・ 病院東側駐車場から南笠団地の西側道路へ直接アクセスできると

よい。 

・ 駐車場から店舗に直接アクセスできると良い。 

事業内容 

・ 滋賀医科大学から東側に高級住宅街の青山団地がある。日常的な

買い物をする施設が平和堂１店舗のみであるため、ターゲットに

出来ると望ましい。 

・ 入院前に患者が入院セットを買いに来ることが考えられる。 

その他 

・ 大学構内の薬局整備に関して（公募の場合）は社内に専用の別部

署がある。 

・ 滋賀までは名古屋本社の管轄だが、大阪・京都・奈良・兵庫は大

阪支店（新大阪）の管轄である。 
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企業名  

項目 回 答 

事業の可能性 

・ アッパーミドルをターゲットとした高齢者向け住宅を展開してい

る。滋賀県のマーケットでの事業展開はむずかしい。 

・ 前提として、入居者がその町での生活を憧れるような住宅地とし

てのポテンシャルが必要である。 

・ 周辺に賑わいが無ければ宅地としての展開が望めない。 

・ 法人や医療機関と異なり民間企業であるため、“福祉”事業として

実施することはできない。 

・ 医科大学や大学病院と近接するメリットや具体的なビジョンが無

いと難しい。大学側のサポートや協力が無ければ成立せず、普通

の賃貸住宅と差異はない。 

・ 病院のサテライトとして、クリック、訪問看護・訪問介護の事業

所などを併設した住居が考えられる。 

・ 高齢者住宅に限らず、事業そのものに大学が特徴付けをして、そ

の特徴に沿った住宅や事業を提案する、という流れが望ましいの

ではないか。 

敷地条件、立地 

・ サ高住は賃貸住宅であり、建設自体はどこでも可能である。 

・ 必ずしも街中に立地する必要はないが、郊外の住居を選択するに

値する付加価値や魅力が必要である。 

その他 

・ 介護保険が適応される特別養護老人ホーム、老人保健施設、介護

療養型医療施設は民間企業が運営することはできない。 

・ 必要とする介護の程度が低い方や、自立した生活ができる方をタ

ーゲットとし、シニア向け分譲マンション、サービス付き高齢者

向け住宅、介護付き有料老人ホーム、住宅型有料老人ホームを対

象としている。 

・ オーナーとプラン検討段階から相談し、建設していただいた物件

を買い取り、高齢者向け住宅を運用している。 

・ 借り上げは 20～25 年。 

・ オーナーは企業、個人、どちらの場合もある。 

 

  



 

101 

企業名  

項目 回 答 

事業の可能性 

・ 事業参画は難しい。 

・ 大学に所属する研究者の母数が重要であり、滋賀医科大学では母

数が少ないと思われる。 

・ 民間が借りる可能性もあるが、需要は乏しく、安価な賃料設定に

する必要がある。 

レンタルラボ 

・ レンタルラボは利益率が低く事業収支全体の 1％程度が妥当であ

る。 

・ 民間ベースでは採算が合わないため、国の補助などを活用して事

業を実施する。 

・ 大学発のラボであれば実現可能性はある。 

・ 地元でコア企業がいる場合は、実現可能性はある（東レなど）。 

・ レンタルラボを受託できる企業は複数ある。三井不動産が力を入

れて取り組んでいる。 

・ 500〜800 ㎡の規模だと、年間のオペレーションフィーは 3,000 万

円程度である。300 ㎡は規模が小さくコスト負けする。 

その他 

・ 不動産賃貸業と賃貸事業者の支援事業の２つを主たる事業として

いる。 

・ ラボは民間に賃貸している。 

・ 京都市の研究施設の面積は日本６位で、約 33,000 ㎡である。その

内約 31,000 ㎡ が運営している。 

・ 民間でラボを 30 年運営している会社 のみ

である。 
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(5)  要求水準書 
 

 

 

国立大学法人滋賀医科大学宿舎整備計画 

 
要求水準書（案） 
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第 1 章 総則 

1.1. 本書の位置づけ 

本書は、滋賀医科大学（以下「本学」という。）が、新宿舎整備事業（以下「本事業」

という。）を実施する事業者の募集・選定にあたり、本事業に参加しようとする者を対

象に求める業務（施設整備業務、維持管理業務、運営業務等）の遂行及び任意提案の

民間付帯施設に関する要件について、本学が事業者に要求する最低限満たすべき水準

を示すものである。 
 

1.2. 要求水準書の変更 

本学は、本事業期間中に、法令等変更、災害発生、その他特別の理由による業務内

容の変更の必要性により、本書の見直し及び変更を行うことがある。 
 

1.3. 基本的事項  

1.3.1. 整備計画の流れ 

整備の流れは以下のとおりとする。なお、事業敷地外の取り壊し工事は今回工事

に含まれるものとし、整地までを含むものとする。また、事業敷地内にある既設汚

水処理施設は法令法規に従い建替とするが、既存汚水処理施設との併用、期間、新

設汚水処理施設の建設時期、位置等については事業者提案とする。 
 

１）矢倉宿舎（事業敷地外）２棟の取り壊し 

２）南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟の取り壊し 

３）南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟跡地に宿舎新営工事（住人の移転を含む） 

４）南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２を取り壊し 

５）南笠宿舎Ｄ・Ｅ・Ｆ棟、機械室１・２跡地に新営工事（住人の移転を含む） 

６）看護師宿舎・国際交流会館・職員会館（いずれも事業敷地外）を取り壊し 
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1.3.2. 計画敷地 

住所 
滋賀県草津市笠山７丁目字新池８７－７
（滋賀医科大学南笠団地） 

敷地面積 約 16,000 ㎡ 

都市計画
の条件 

宿舎（レンタルラボ等を含
む）、民間活用地収益施設 

第一種住居地域 

建ぺい率/容積率 60％/200％ 

防火・準防火 指定なし 法22条区域 

道路斜線 1.25L+20m 

隣地斜線 1.25L+20m 

日影規制 5 時間 3時間   受影：GL＋4m 

屋外広告物規制地域（草津市屋外広告物条
例） 

第1種、第3種許可地域 

草津市景観計画および草津市景観条例 丘陵部ゾーン 

その他の関係法令 
既存宿舎開発許可済、一団地認定済（建
基法第86条等） 

計画敷地は本学の東に位置しており、敷地東側は県道 43 号線（平野草津線）に

接道（敷地との高低差５ｍ程度）し、西側は都市計画道路が予定されている公道に

接道している。 
敷地は既存住棟区画（6 棟）と排水施設区画および開発公園の区画で構成されて

おり、敷地内はおおむね平たんな状態である。 

 
 

図 1-1 事業敷地図（赤一点鎖線部分） 

 



 

106 

1.3.3.  施設概要 

本事業の主要な機能及び構成等は以下のとおりである。 

 

(1) 宿舎・レンタルラボ 

主な施設構成 主な予定設備等 

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
エ
リ
ア 

宿舎 

 

総戸数：260戸 

1K：25㎡程度 

2LDK：55-60㎡ 

①職員宿舎 

（1K：200戸、2LDK：20戸）

下足箱・収納、洗面台、キッチン、 

ユニットバス、トイレ、洗濯パン、 

物干し金物（屋外） 

 

＊①の職員宿舎は②、③およびコミュニ

ティーエリアと施設管理上区別できるよ

うにすること。 

同様に②、③もコミュニティーエリアと

施設管理上区別すること。 

②留学生宿舎 

（1K：20戸、2LDK：10戸） 

③短期宿泊者用 

（1K：10戸） 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
エ
リ
ア 

レンタルラボ 

（300㎡程度） 

多目的スペース 可動間仕切り 

シェアキッチン キッチン、カウンター,食器家電収納 

倉庫 適宜 

交流スペース 

（200㎡程度） 

共用リビング 適宜 

ランドリー（男女別） 適宜 

エントランス等 

ホール・風除室 適宜 

メールコーナー 
メールボックス（入居者数分） 

宅配ボックス（適宜） 

共用トイレ 適宜 

管
理
エ
リ
ア 

廊下・階段等 内外部の種別はコスト考慮すること 

エレベーター 住棟、階数、住戸配置により適宜 

管理 

管理事務室 

（給湯スペース含む） 
適宜 

電気室、機械室等 適宜 

その他、施設の運営、維持管

理に必要なスペース 
適宜 

外構 

ごみ集積場 適宜 

駐車場 ２００台以上 

駐輪場等（入居者用） 

（バイク置き場 含む） 

台数は適宜 

屋根付き、サイクルスタンド 

車寄せ 適宜 

遊歩道 適宜 

その他 植栽、照明、外灯等適宜 

その他 

汚水処理施設 

適宜 ＊法令法規等に従うこと 構内通路（車道、歩道） 

公園 
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第 2 章 共通事項 

宿舎・レンタルラボに共通する事項は以下のとおり。 
 

2.1. 基本的事項 

2.1.1. 周辺インフラの状況 

周辺インフラ等の状況に関しては別添資料を参照すること。なお、本書のほか、

必要な情報は設計段階において、事業者が収集・作成することとする。 
 

2.1.2. 遵守すべき法令等 

本事業の遂行に際しては、事業者の各業務の提案内容に応じて関連する法令、条

例、規則、要綱（以下「法令等」という。）を遵守すること。 
なお、適用法令、各業務着手時の最新版を使用すること。 

 

2.1.3. 土地等の賃借 

事業者提案による収益事業を行う場合は、当該賃借については、滋賀医科大学固

定資産貸付け及び譲与細則に基づくものとする。詳細は募集要項等で提示する。 
 

2.1.4. 適用基準等 

本事業の遂行に際しては、以下の基準等を遵守または必要に応じて参照すること。

また、基準等について、改定等がなされた場合には最新版に従うこと。なお、下記

に記載がない仕様 書、基準等において、本学が必要と判断する場合はこれを遵守

すること。 
 

(1) 共通 

 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（統一基準） 

 官庁施設の環境保全性基準（統一基準） 

 官庁施設の津波防災診断指針 

 国立大学等施設設計指針 

 公共建築設計業務委託共通仕様書（統一基準） 

 工事写真撮影要領 

 

(2) 建築 

 公共建築工事詳細図 

 公共建築工事標準仕様書（統一基準）（建築工事編） 

 文部科学省建築工事標準仕様書（特記基準） 
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 文部科学省建築改修工事標準仕様書（特記基準） 

 文部科学省建築構造設計指針 

 学校建築構造設計指針 

 建築工事特記仕様書書式・同記載要領 

 文部科学省地盤調査標準仕様書 

 建築物解体工事共通仕様書 

 非構造部材の耐震設計施工指針・同解説および耐震設計施工要領(日本建築学

会) 

 

(3) 建築積算 

 公共建築数量積算基準（統一基準） 

 公共建築工事内訳書標準書式（統一基準）（建築工事編） 

 公共建築工事見積標準書式（統一基準）（建築工事編） 

 公共建築工事積算基準（統一基準） 

 公共建築工事積算基準資料 

 公共建築工事標準単価積算基準（統一基準） 

 公共建築工事共通費積算基準（統一基準） 

 文部科学省建築工事標準単価積算基準（特記基準） 

 

(4) 設備 

 公共建築工事標準仕様書（統一基準）（電気設備工事編） 

 文部科学省電気設備工事標準仕様書（特記基準） 

 公共建築設備工事標準図（統一基準）（電気設備工事編） 

 文部科学省電気設備工事標準図（特記基準） 

 建築設備設計基準（国土交通大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 

 建築設備耐震設計・施工指針（国土交通省国土技術政策総合研究所監修） 

 公共建築工事標準仕様書（統一基準）（機械設備工事編） 

 文部科学省機械設備工事標準仕様書（特記基準） 

 公共建築設備工事標準図（統一基準）（機械設備工事編） 

 文部科学省機械設備工事標準図（特記基準） 

 電気設備工事特記仕様書書式・同記載要領 

 機械設備工事特記仕様書書式・同記載要領 

 

(5) 設備積算 

 公共建築設備数量積算基準（統一基準） 

 公共建築工事内訳書標準書式（統一基準）（設備工事編） 

 公共建築設備工事見積標準書式（統一基準）（設備工事編） 

 公共建築工事積算基準（統一基準） 

 公共建築工事標準単価積算基準（統一基準） 

 公共建築工事共通費積算基準（統一基準） 
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 文部科学省建築工事標準単価積算基準（特記基準） 

 公共建築工事積算基準等資料 

 

(6) 土木 

 文部科学省土木工事標準仕様書 

 国土交通省制定土木構造物標準設計第1巻および第2巻（国土交通省監修） 

  

(7) 参考資料 

 国立大学法人滋賀医科大学 第４期中期計画 

 第 5 次国立大学法人等施設整備５か年計画 

 建築保全業務共通仕様書（国土交通省官房官庁営繕部監修） 

 文教施設保全業務標準仕様書 

 文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画） 

 
2.2. 整備に関する要求水準 

2.2.1. 整備方針 

本事業は、本学が所有する老朽化が著しい南笠職員宿舎・矢倉職員宿舎・看護師

宿舎・国際交流会館等の整備・集約をコンセッション事業の手法を用いて行い、民

間の資金、経営能力及び技術的能力を活用する官民連携により行うことで、本学負

担の軽減、効率的かつ効果的で良好な公共サービスの実現を図るとともに、家賃収

入を得られる宿舎やレンタルラボの維持管理・運営と余剰地活用・民間付帯施設運

用をコンセッション事業とすることで、民間事業者が長期に亘り高い自由度で運

営できる事業とし、大学だけではなく、周辺施設利用者や地域のニーズに柔軟に応

える質の高いサービスを提供することを目指して整備する。 
 

2.2.2. 整備における基本的事項 

ア 事業者は、本学と協議し、適正に事務手続を行った上で施設整備を行うこと。 
イ 電気・防災・情報・上水道・下水道・ガス・消防水利・雨水排水施設等は、関連

法令に基づき、本学と協議の上、適切に設置すること。 
ウ ライフサイクル全体で省エネルギー・省資源に努めるなど地球環境に配慮した施

設とすること。 
エ ユニバーサルデザイン及びバリアフリーに十分配慮すること。 
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2.2.3. 施設計画に関する要求水準 

(1) 施設配置計画 

ア 関連法令を遵守し、関係機関と十分な事前協議を行うこと。 
イ 効率的な土地利用計画を図り、安全性、利便性に配慮した計画とすること。 
ウ 周辺の景観と調和する外観デザイン及び色彩とすること。 

 

(2) 構造計画 

ア 構造形式は、事業期間の内外にわたる十分な耐久性と、将来の機能の変化に対応

可能なフレキシビリティの確保との両立が可能な計画とすること。 
イ 耐火構造とすること。 
ウ 地震後も構造体の大きな補修を行うこともなく、建物を使用できることを目標と

し、人命の安全確保に加え、機能確保を図ること。 
エ 建物の基礎については、事業場所の地盤の状況を十分把握した上で、安全かつ経

済性に配慮した計画とすること。 
 

(3) 設備計画 

水害、落雷、断水、停電、漏電、火災及び地震等の災害対策を考慮した設備計画と

すること。 
 

a)  換気設備 

ア 「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」（昭和 45 年法律第 20 号）（以

下総称して「ビル管法等」という。）等を満たすこと。 
イ 各諸室の用途・目的に応じて換気システムを提案すること。 
ウ 結露・臭気・シックハウスを考慮し、将来の維持管理に配慮した換気システムと

すること。 
エ 可能な限り自然換気を行える計画とすること。 

 

b)  給水設備 

給水負荷及び給水方式は、事業者の提案によることとするが、各末端器具に

おける必要水量・水圧を確保するとともに、災害時に配慮したものとする。 
 

c)  排水設備 

ア 計画敷地全体の汚水処理施設を新設整備し、既設汚水処理施との併用期間を設定

する場合、既設埋設配管との関係性に十分配慮すること。 
イ 建物内は汚水排水・雑排水・雨水排水の系統は分離すること。 
ウ 汚水排水と雑排水は建物外の桝にて合流すること。 
エ 汚水雑排水は草津市下水道局または本学が指定する桝に放流することとし、所轄

官庁の基準に準拠すること。 
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オ 雨水排水は草津市と打合せすることとし、所轄官庁の基準に準拠した接続とする

こと。 
カ 速やかな排水を実現するために、適切な通気設備を設けること。 
キ 各排水ポイントにおいては適切なトラップを設け、臭気対策を施すこと。 

 

d)  衛生設備 

ア 清掃等、維持管理の容易性及び節水性を考慮した器具・機器とすること。 
イ トイレは特に臭気や衛生を考慮し、快適性が維持されるよう工夫すること。   

 
e)  消防設備 

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）及び消防法（昭和 23 年法律第 186 

号）に定める防災設備・消防設備を設置すること。 

 

f)  排煙設備 

法令を遵守し、できる限り自然排煙とすること。 
 

g)  防犯用カメラ設備 

施設の出入口には防犯用カメラを設置すること。出入口以外に設置箇所は、事業

者の提案に基づき、基本設計で本学と協議の上決定すること。 
また、記録された画像の管理については本学と協議の上決定すること。 

 

(4) 環境配慮計画 

自然エネルギーの有効活用、自然材料・リサイクル材料・メンテナンスフリー材料

等の採用等により、ライフサイクルコストの低減や環境負荷低減に配慮すること。 
 

(5) サイン計画 

サインや案内板は、宿舎・レンタルラボを含むコミュニティーエリア、民間付帯施

設の内外問わず、だれもが施設利用が可能となるよう配慮すること。 
 

2.2.4. 外構等に関する要求水準 

(1) 共通事項 

ア 周辺環境に配慮した屋外空間を創出し、良好なコミュニティーの形成に配慮する

こと。 
イ 消防法に基づく緊急車両の寄り付き、荷物の搬出入等を考慮した車の動線計画と

すること。 
ウ 関係法令等に基づき、防火水槽及び消防用活動に必要な進入路、通路、空地等適

宜を設けること。 
エ 犯罪発生防止の観点から、死角や人目が届かない空間をつくらないよう配慮する
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こと。 
オ つまずきによる転倒など、事故防止に配慮すること。 
カ 外構の使用材料は、滑りやすいもの、怪我をしやすいもの等危険な素材を避け、

構造物は面取りをするなどの配慮を行うこと。 
 

(2) 道路・通路等 

ア 計画地内通路は原則としてアスファルト舗装又はこれと同等以上の舗装とするこ

と。 
イ 消防車、救急車等の進入に支障のないようにすること。 
ウ 火災発生時に消防梯子車が寄りつけるよう、草津市消防局と協議の上、適切な位

置に進入空間及び消防活動空地を設けること。 
エ 計画地の出入口は、ユニバーサルデザインに配慮した案内板を設けること。 

 

(3) 外灯 

ア 施設共用灯は民間付帯施設などと併せて総合的に検討し、効率的に設置すること。 
イ 外灯器具は、周辺の既存外灯等の調和、省エネルギーに配慮した機器を選定し、

点灯方式は自動点滅器＋タイマーによる。 
 

(4) 植栽等 

ア 滋賀医科大学キャンパスマスタープラン 2022 を踏まえ、建物及び周囲との調和、

自然環境の保護を十分考慮して整備すること。 
イ 落ち葉等で清掃の手間がかからないように配慮すること。 
ウ 選定する樹木について、柔らかい実が落下するものや虫が付きやすいもの、鳥が

好む実を付けるものは避けること。 
エ 計画地内東側斜面既存樹木において工事上支障のある樹木は、本学と協議の上了

解を得たものに関しては伐採伐根を認める。その他既存樹木については、安全上

及び維持管理上手間のかからないよう配慮すること。 
 

2.3. 業務に関する水準 

事業者は、要求水準書並びに技術提案書をもとに、各種調査、設計、施工、工事監理

業務を適切に行うこと。 

2.3.1. 共通事項 

(1) 共通業務 

a)  工程表の作成 

事業者は、運営権実施等契約（以下「実施契約」とする）締結後、速やかに竣工

までの全体工程表（解体工事や仮設事務所移転計画を含む）を作成し、本学に提出

すること。 
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b)  コスト管理 

ア コスト管理の考え方 

事業者は、実施契約締結から引渡しまで、要求水準の明確な変更が無い限り、技

術提案書の内容を遵守するとともに、提案価格を上回らないようコスト管理を実

施すること。なお、物価変動などにより工事価格の増減が予測される場合も本学と

協議し、提案価格を上回らないようコスト管理を行うこと。 
イ 要求水準の確認 

事業者は、要求水準を満たすため、要求水準確認計画書を作成すること。要求水

準確認計画書に基づいて、設計業務及び施工業務の管理を行うこと。また、事業者

は、要求水準確認計画書に基づいて、業務の段階ごとに要求水準の反映状況を確認

するとともに、本学の承諾を得ること。 
ウ 技術提案の確認 

事業者は、提案の内容を実現するため、技術提案確認計画書を作成すること。技

術提案確認計画書に基づいて、設計業務及び施工業務の管理を行うこと。また、事

業者は、技術提案確認計画書に基づいて、業務の段階ごとに提案の反映状況を確認

するとともに本学の承諾を得ること 
エ 打合せ及び記録と報告 

① 事業者は、本学及びその他関係機関との協議及び打合せを行ったときは、そ

の内容について、打合せ記録を作成し、相互に確認すること。 
② 本学及び事業者は、指示、通知、報告、提出、承諾、回答及び協議（以下「指

示等」という。）を書面で行わなければならない。この場合、特段、書面に様式な

どの定めが無い場合には打合せ記録で対応するものとする。 
③ 事業者が本学に提出する書類について、本学の指示により様式及び提出部数

を定めるものとする。 
④ 事業者は事業期間中、業務の条件等に疑義が生じた場合は、本学と書面によ

り協議を行う。この場合、本学は速やかに協議に応じるものとする、打合せ内容は

打合せ記録として相互に確認しなければならない。 
 

c)  本学が行う説明への協力 

本学が行う大学内外に対する説明については、基本的に本学が実施するが、

事業者はこれに協力するものとする。 
 

2.3.2. 各種調査に関する業務水準 

各種調査を行う前に本学へ連絡を行うこと。また調査を実施する際は安全対策に

十分注意すること。 
 

(1) 測量調査 
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本学が提示する既存資料及び事業者が提案するスケジュールに基づき、適切に調査

を実施すること。 
 

(2) 地質調査 

基本設計及び実施設計を行うにあたり、事業者により地質調査を実施すること。 
 

(3) 周辺施設影響調査・対策業務 

宿舎の安全や財産に対する工事上の影響を防止し、本事業の円滑な遂行を図ること。

調査実施にあたっては、以下に示す内容のほか、事業者の責任において、対策範囲、

対策方法を選定し、適切に対応すること。 
ア 騒音・振動 
イ 臭気 
ウ 埃 
エ 渇水 
オ 車両交通 
カ 歩行者交通 
キ 既存樹木 
ク 傾斜面崩落 
ケ 上記のほか、各工事に関連して必要とされる調査等 

 

(4) 室内空気中化学物質濃度調査 

ア 施設の工事完了後に、施設内の化学物質の室内濃度測定を行い、室内空気質の状

況が、厚生労働省の示す濃度指針値以下であることを確認し、本学に報告するこ

と。 
イ 測定箇所数については、本学と協議の上、決定するものとする。 

 

(5) 電波障害調査 

施設の工事によって周辺に及ぼす電波障害等の諸影響について予め十分に検討し、

問題があれば適切な処置を行うこと。 
 

2.3.3. 設計に関する業務水準 

(1) 基本的事項 

ア 業務着手前に設計業務責任者、設計業務担当者を本学に届け出るとともに設計を

行う上での条件や本学の要望を再確認すること。 
イ 設計業務は、本学との十分な打合せにより実施するものとし、打合せの結果につ

いては、記録等により適宜本学へ報告すること。 
ウ 設計に関し、関係機関と協議を行ったときは、その内容について報告すること。 
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エ 要求される性能が確実に設計に反映されるよう、確実な工程管理を行うこと。 
オ 事業者は、設計に伴い必要となる許認可申請を、関係機関と十分に協議し、事業

者の責任と費用により行うこと。 
カ 工事内訳明細書及び積算数量算出書（積算数量調書を含む）の作成は本学が指定

する方法で作成すること。 
キ 建築基準法第 86 条第 1 項等に基づく一団地の総合的設計制度を適用し、設計す

ることについては事業者に委ねることとする。 
ク 既存建物の建築基準法第 86 条第 1 項等に基づく一団地の総合的設計制度の取り

消しについては国土交通省のガイドラインに準じて、遅滞なく行うこと。 

 

(2) 設計図書 

事業者は、基本設計及び実施設計が完成した段階で、速やかに成果物を本学に提出

し、確認を受けること。 
提出する設計図書は、工事施工及び工事積算に支障のないものとし、提出する設計

図書の概要は下記による。なお、提出の 30 日前までに提出物一覧表を作成し、本

学の確認を受けること。 
 

a) 業務着手前 

ア 設計業務着手届 
イ 監理技術者届（設計経歴書添付） 
ウ 工程表 
エ 要求水準確認計画書 
オ 提案事項対応計画書 
カ 記録書（設計業務着手前及び設計業務期間中に事業者と本学間で交わされる決定

事項の分かるもの） 
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b) 業務完了時 

事業者は、業務完了時に以下に定める図面等を提出すること。なお、以下の提出

図面等に関する内容や体制、部数等については、提出する前に本学と協議するもの

とする。 
 

ア 基本設計 
項目 部数 

a.総合 

 基本計画説明書 1 部 

基本設計図 1 部 

 仕様概要書  
仕上概要表  
面積表及び求積図  
敷地案内図  
配置図  
平面図（各階）  
断面図  
立面図  
矩計図（主要部詳細）  
什器・備品計画図  
日影図（法日影図、実日影図）  

工事費概算書 1 部 

項目 部数 

b.構造 

 構造計画説明書 1 部 

構造設計概要書 1 部 

工事費概算書 1 部 

c.設備（電気設備） 

 電気設備計画説明書 1 部 

電気設備設計概要書 1 部 

工事費概算書 1 部 

各種技術資料 1 部 

d.設備（給排水衛生設備） 

 給排水衛生設備計画説明書 1 部 

給排水衛生設備設計概要書 1 部 

工事費概算書 1 部 

各種技術資料 1 部 

e.設備（空調換気設備） 

 空調換気設備計画説明書 1 部 

空調換気設備設計概要書 1 部 

工事費概算書 1 部 

各種技術資料 1 部 

f.設備（昇降機等） 

 昇降機等計画説明書 1 部 

昇降機等設計概要書 1 部 

工事費概算書 1 部 
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各種技術資料 1 部 

g.解体 

 解体計画説明書 1 部 

解体設計概要書 1 部 

工事概算書 1 部 

各種技術資料 1 部 

h.その他 

 仮設計画書 1 部 

各記録書 1 部 

外観・内観パース（宿舎・レンタルラボ、共用リビン
グ・各タイプルーム） 1 部 

本学が求める資料 1 部 

i.電子データ 

 a～h までの電子データ 1 式 
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イ 実施設計 
項目 部数 

a.総合（意匠） 

 建築物概要書 1 部 

総合（意匠）設計図 1 部 

 特記仕様書  
仕上表  
面積表及び求積図  
敷地案内図  
配置図  
平面図（各階）  
断面図  
立面図（各面）  
矩計図  
天井伏図（各階）  
平面詳細図  
断面詳細図  
部分詳細図  
建具表  
什器・備品レイアウト図  
サイン計画図  
外構図  

各種計算書（省エネ計算等） 1 部 

 工事費概算書  
確認申請、開発許可図書等  

b.構造 

 構造設計図 1 部 

 特記仕様書  
伏図（各階）  
軸組図  
部材断面図  
標準詳細図  
部分詳細図  

構造計算書 1 部 

工事費概算書 1 部 

確認申請図書 1 部 

c.設備（電気設備） 

 電気設備設計図 1 部 

 電灯設備図  
動力設備図  
受変電設備図  
構内情報通信網設備図  
構内交換設備図  
情報表示設備図  
拡声設備図  
誘導支援設備図  
テレビ共同受信設備図  
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監視カメラ設備図  
防犯・入退室管理設備図  

項目 部数 

  

 

火災報知設備図  
構内配電線路図  
構内通信線路図  

各種計算書 1 部 

 

 

工事費概算書  
確認申請図書  

消防設備計画届出書 1 部 

d.設備（給排水衛生設備） 

 給排水衛生設備設計図 1 部 

 

 

機器表  
衛生器具設備図  
給水設備図  
排水設備図  
給湯設備図  
消火設備図  
ガス設備図  
屋外設備図  

各種計算書 1 部 

 

 

工事費概算書  
確認申請図書  

消防設備計画届出書 1 部 

e.設備（空調換気設備） 

 空調換気設計図 1 部 

 機器表  
空気調和設備図  
換気設備図  
自動制御設備図  
屋外設備図  

各種計算書 1 部 

 工事費概算書  
確認申請図書  

消防設備計画届出書 1 部 

f.設備（昇降機等） 

 昇降機設備設計図 1 部 

 昇降機設備図  

各種計算書 1 部 

 工事費概算書  
確認申請図書  

消防設備計画届出書 1 部 
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g.解体 

 

 

解体設計図 1 部 

 特記仕様書  

仕上表  

立面図  

杭・基礎撤去伏図  

外構図  

工事費概算書  

仮設計画図  

各種申請・届出図書及び書面 1 部 

項目 部数 

h.電気設備積算 

 電気設備工事積算数量算出書 1 部 

電気設備工事積算数量調書 1 部 

単価作成資料 1 部 

見積検討資料（見積書含む） 1 部 

電気設備工事費積算書 1 部 

i 機械設備積算 

 機械設備工事積算数量算出書 1 部 

機械設備工事積算数量調書 1 部 

単価作成資料 1 部 

見積検討資料（見積書含む） 1 部 

機械設備工事費積算書 1 部 

j.その他 

 各記録書 1 部 

本学が求める資料 1 部 

k.電子データ 

 a～l までの電子データ 1 式 
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2.3.4. 施工に関する業務水準 

(1) 基本的事項 

ア 令和● 年 ● 月● 日までに施工を完了し、各検査に合格しておくこと。 
イ 本学は、必要と認めた場合は実施設計の変更を行うことができるものとする。こ

の場合の手続き及び費用負担等は工事請負契約書で定める。 
ウ 事業者は、要求水準書等に明示のない場合又疑義が生じた場合には、本学と協議

すること。 
エ 工事用地の使用にあたっては「工事用地使用許可願」を提出して本学の承諾を得

ること。工事用地の借料は無償とする。 
オ 施工の作業時間は●曜日～●曜日までの午前 8 時から午後 5 時までを基本とす

る。ただし、大きな騒音・振動を伴う作業は作業実施日の 14 日前までに本学に

通知して承諾を得るとともに、作業時は十分配慮すること。 
 

(2) 施工管理 

ア 着工前に施工業務責任者、施工業務担当者を本学に届け出ること。 
イ 建設工事中の敷地の範囲は、仮囲いで確実に区画を行うこと。 
ウ 工程については、事業スケジュールに適合し、かつ無理のない堅実な工事計画と

し、要求される性能が確実に確保されるよう管理すること。 
エ 関係法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書、工程表及び施工

計画書等に従って工事を実施すること。 
オ 工事に用いる建設資材については、放射性物質等による支障がないものを確認の

上、使用すること。 
 

(3) 安全対策 

ア 工事現場内の事故等災害の発生に十分留意するとともに、周辺地域へ災害が及ば

ないよう、万全の対策を行うこと。 
イ 宿舎・レンタルラボ計画地の南側は、滋賀県薬剤師会と隣接しているため、破損

等を生じないように十分注意すること。万一破損等が発生した場合は、事業者の

負担により修繕等を行うこと。 
ウ 工事車両の通行については、あらかじめ周辺道路の状況を把握し、事前に道路管

理者等と打合せを行い、運行速度、誘導員の配置、案内看板の設置や道路の清掃

等、十分な配慮を行うこと。 
エ 工事車両通行道路には、工事標識、交通整理員等を配し、交通安全に十分注意す

ること。 
オ 工事車両通行により、公共施設及び私有物施設等を破損した場合には、直ちに原

形復旧を行い管理者の承認を得ること。 
カ 万一の事故発生時には、直ちに適切な処置を行うとともに、遅滞なく本学及び関

係各機関への報告を行うこと。 
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(4) 環境対策 

ア 騒音・振動や悪臭・粉塵及び地盤沈下等、周辺環境に及ぼす影響について十分な

対策を行い、発生を未然に防ぐこと。 
イ 万一周辺地域に上記アに示す悪影響を与えた場合は、事業者の責任及び費用負担

において対処を行うこと。 
ウ 隣接する物件や、道路、施設等に損傷を与えないよう留意し、工事中に汚損、破

損をした場合の補修及び補償は、事業者の負担において行うこと。 
 

(5) 廃棄物対策 

ア 本業務により発生する建設廃棄物（特定建設資材廃棄物を含む。）を処理する場合、

「建設リサイクル法」（平成 12 年法律第 104 号）及び｢廃棄物の処理及び清掃

に関する法律｣（昭和 45 年法律第 137 号）（以下総称して｢廃棄物処理法｣とい

う。）を遵守し適正に処理しなければならない。 
イ 工事から発生する建設廃棄物の処理施設は、「廃棄物処理法により許可を受けた

施設｣とする。 
 

(6) 工事検査及び中間検査 

ア 工事検査及び中間検査（随時各工種・部位検査、部分完成検査）については、事

前に内容を本学に確認すること。 
イ 事業者は、本学の検査を受ける前に、事業者による自主検査を行った上で、本学

による検査を受け、また関連法令に基づく検査に合格すること。 

 

2.3.5. 工事監理に関する業務水準 

ア 業務着手前に工事監理者を本学に届け出ること。 
イ 工事監理者は、建設工事が設計図書等に適合するよう確認するとともに、必要に

応じて立会い、検査、工事材料の試験、工場加工組立製作の試験又は検査等を行

い、品質管理に努めること。また、適切な指示を書面等により行うこと。 
ウ 工事監理業務に従事したときは、当該従事した日において監理業務日誌に当該監

理業務の内容その他必要な事項を記録しておくこと。 
エ 進捗管理については、事業者が主体的に行うこと。 
オ 工事の完了後、事業者は、監理者検査記録及び建築士法（昭和 25 年法律第 202 

号）第 20 条第 3 項の規定による工事監理報告書を提出すること。 

2.3.6. 維持管理に関する業務水準 

(1) 基本的事項 

維持管理業務の実施にあたっては、下記の内容を考慮した維持管理業務計画

書及び長期修繕計画を作成し、本学の承認を受けて、実施すること。 
ア 維持管理は、予防保全を基本とし、劣化による危険・障害の発生を未然に防止す



 

123 

ること。 
イ 施設環境を良好に保ち、施設利用者の健康被害を防止すること。 
ウ 施設（設備・備品）が有する機能及び性能等を保つこと。 
エ 環境負荷を抑制し、環境汚染の発生防止に努めると共に、資源・エネルギーの削

減に努めること。 
オ ライフサイクルコストの削減に努めること。 
カ 故障によるサービスの中断に係る対応を定め、早期回復に努めること。 
キ 業務従事者は、従事者であることを容易に識別できるよう留意し、作業を努める

こと。 
ク 業務従事者は、業務上知り得た秘密について漏洩してはならない。 
ケ 創意工夫やノウハウを活用し合理的かつ効率的な業務実施に努めること。 
コ 入居者等による故意の破損、落書き等については、事業者作成の入居説明書にそ

の責任と負担の基準を明示の上、原則当該学生等の負担において修繕を実施する

こと。 
サ 修繕・更新等が必要と思われる場合は、迅速に調査・診断を行い、事業者の責任

範囲であれば、早急に修繕・更新等を実施すること。また、責任範囲が明確でな

い場合は、本学とその責任の負担を協議の上、修繕・更新等を実施すること。 
シ アからサの項目について、事業期間の工程を定め、実施すること。   
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(2) 維持管理業務の期間及び範囲 

ア 維持管理業務の期間は施設供用開始後から事業期間終了までとすること。 
イ 宿舎・レンタルラにおける維持管理業務の範囲は、以下の表のとおりとする。 

No. 業務内容 対象 概要 

1 建物保守管理 

建築物の屋根、外壁、

建具（内部、外部）、天

井、内壁、床、階段

等各部位、共用部

の備品等を対象 

施設の性能及び機能を常に業務の支障のな

い良好な状態に保つため、建築物各所の点

検・保守・修繕・更新その他の保守管理を行う。 

修繕・更新の範囲は、大規模な修繕・更新を 

除く。 

2 建築設備保守管理 

要求する建物及

び関連する各設

備 

適正な方法での運転・監視。 

正常な状態を維持できるように法定点検、

定期点検を実施。リスク分担の範囲で修繕・更

新等を実施。 

3 外構施設保守管理 

敷地内の外構施

設（該当、案内板、

構内道路、駐車場。

植栽等） 

本来の機能を発揮できる状態を保持。 

事業敷地内の樹木管理等は事業者が管理を

行う。 

4 什器備品等保守管理 設備・備品等 
施設運営に支障をきたさないように適切な

設備・備品等の管理を行う。 

5 清掃衛生管理 
敷地内、及び敷地

内の建物 

維持管理業務計画書に基づき、衛生的な状

態を維持できるよう実施する。 

日常清掃、定期清掃、外構清掃、ごみの収

集・集積等を実施。 

6 警備業 
敷地内、及び敷地

内の建物 

一定の巡回（警備専任は求めない）、管理カメ

ラ等を活用した警備、異常時の初期対応等 

7 
その他必要な関連業

務 
適宜 適宜 

 

(3) 維持管理業務の実施体制 

ア 維持管理業務の実施に際しては、要求水準書及び事業者提案を満たすことを前提

に、効率的な人員配置を行うこと。 
イ 維持管理業務の全体を総合的に把握し調整を行う維持管理業務責任者を定め、業

務の開始前に本学に届け出、本学の承諾を受けること。維持管理業務責任者を変

更した場合も同様とする。維持管理業務責任者の具体的要件は特に定めていない

が、本事業の目的・趣旨・内容を十分に踏まえ、その内容に応じた必要な知識及

び技能を有する者とすること。 
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(4) 業務計画書・報告書の作成 

事業者は、毎年度の維持管理業務の実施に先立ち、実施体制、実施工程等必要な

事項を記載し、必要な関係法令、技術基準等を充足した各業務単位の業務計画書を

作成し、業務開始の 30 日前までに本学へ提出し、承諾を得ること。また、維持管

理業務に係る日報、月報、年度報など定期的な総合報告書（以下、「維持管理業務

報告書」という。）を、各月毎に当該月の業務終了後速やかに本学に提出し、確認

を得ること。 
 

(5) 施設管理台帳の作成 

施設管理台帳を整備・保管し、本学の要請に応じて提示すること。 
 

(6) 非常時・災害時等の対応 

ア 事故・火災等への対応について、本学が作成する対応マニュアルに従ったうえで、

宿舎としてのマニュアルを作成し、防災訓練等を行うこと。 
イ 事故・火災等が発生した場合は、直ちに被害拡大の防止に必要な措置を取とると

ともに、施設管理担当者及び関係機関に通報すること。 
ウ 本施設内において災害が発生したとき、又は発生する恐れがあるときは、直ちに、

初期措置を講じ、施設管理担当者及び関係機関に通報すること。 
 

(7) 不具合に対する減額等 

ア 宿舎・レンタルラボの施設維持管理の水準が要求水準に満たない場合は、募集要

項等に定める支払い算定基準に基づき、本学に支払うこと。 
イ 宿舎・レンタルラボの施設維持管理の水準が要求水準に満たない場合は、募集要

項等に定める減額算定基準に基づき、支払額を減額する｡ 
 

(8) 建物保守管理 

a)  業務対象及び内容 

本施設の屋根、外壁、建具（内部、外部）、天井、内壁、床、階段等各部位を対象

とする。事業者は、要求水準書で規定されている施設の性能を維持するように建築

物各所の点検（法定点検、定期点検等）・保守・修繕・更新その他の保守管理を行

うこと。 
修繕・更新の範囲は、大規模な修繕・更新を除く。 

 

b)  要求水準 

① 屋根 

 漏水がないこと。 

 ルーフドレイン、樋等が詰まっていないこと。 

 金属部分が錆び、腐食していないこと。 
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 仕上げ材の割れ、浮きがないこと。 

② 外壁 

 カビ等の発生がないこと。 

 仕上げ材の浮き、剥落、ひび割れ、チョーキング、エフロレッセンスの流出

等がないこと。 

③ 建具（内・外部） 

 可動部がスムーズに動くこと。 

 定められた水密性、気密性及び耐風圧性が保たれること。 

 ガラスが破損、ひび割れしていないこと。 

 自動扉及び電動シャッターが正常に作動すること。 

 開閉・施錠装置が正常に作動すること。 

 金属部分が錆び、腐食していないこと。 

 変形、損傷がないこと。 

④ 天井・内壁 

 ボード類のたわみ、割れ、外れがないこと。 

 仕上げ材の剥がれ、破れ、ひび割れがないこと。 

 塗装面のひび割れ、浮き、チョーキングがないこと。 

 気密性・防音性を要する部屋において、性能が保たれていること。 

 漏水、カビの発生がないこと。 

⑤ 床 

 ひび割れ、浮き又は磨耗及び剥がれ等がないこと。 

 防水性能を有する部屋において、漏水がないこと。 

 歩行及び通常の生活に支障がないこと。 

⑥ 階段 

 通行に支障をきたさないこと。 

⑦ 手すり 

 ぐらつき等により機能に問題がないこと。 

 

(9) 建物設備保守管理 

a)  業務対象及び内容 

本施設の電気設備、機械設備等の各設備を対象とする。事業者は、電気設備（監

視制御設備等を含む。）、機械設備（監視制御設備等を含む。）等について、各施設、

各諸室の用途、気候の変化、利用者の快適性、省エネルギー性等を考慮に入れて、

適正な方法により効率的に運転・監視すること。また、要求水準書で規定されてい

る設備の性能を維持するように設備等各所の点検（法定点検、定期点検等）・保守

を行うとともに、当該性能を維持できないことが明らかになった場合は、修繕・更

新その他の一切の適切な対応を行うこと。なお、適宜劣化等について調査を行い、
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適切な方法により迅速に対応すること。事業者は業務に伴う消耗品購入も行うこ

と。 
 
b)  要求水準 

① 照明 

 すべての照明、コンセント等が常に正常に作動するように維持すること。 

 損傷、腐食、その他の欠陥がないように維持し、必要に応じて取り替えるこ

と。 

② 動力設備、受変電設備 

 電気事業法（昭和 39 年 7 月 11 日法律第 170 号）、滋賀医科大学自家用電

気工作物保安規程（平成 16 年 4 月 1 日規程第 124 号）に基づく電気工作

物の保守・管理を行うものとすること。なお、毎年 10 月第 1 土曜日に定期

停電を実施している。 

 すべての設備が正常な状態にあり、損傷、腐食、油の漏れ、その他の欠陥が

なく、完全に作動するように維持すること。 

 識別が必要な機器については、常に識別可能な状態を維持すること。 

③ 通信（電話、情報、テレビ共同受信） 

 すべての設備が正常な状態にあり、損傷、腐食、その他の欠陥がなく、完全

に作動するように維持すること。 

④ 飲料水の供給・貯蔵 

 管轄の保健所の指導に基づく水質検査等を行うものとすること。 

 すべての配管、タンク、バルブ、蛇口等が完全に取り付けられ、清潔であ

り、ふた（鍵付）が用意されていること。 

 すべての設備が完全に機能し、漏水がない状態にすること。 

⑤ 排水とゴミ 

 水質汚濁防止法に基づく草津市の排出基準を遵守すること。また、グリスト

ラップの清掃及び水質検査を毎月実施し、本学に報告すること。 

 すべての溝、排水パイプ、排水管、排気管、下水溝、ゴミトラップ等は、漏

れがなく、腐食していない状態を維持すること。 

 すべての排水が障害物に邪魔されず、スムーズに流れ、ゴミトラップに悪臭

がないように維持すること。 

⑥ ガス 

 ガスの本管がしっかりと固定され、完全に漏れがない状態を維持すること。 

 すべての安全装置と警報装置が完全に機能するようにすること。 

⑦ 給湯 

 すべての配管、給湯器、バルブ、蛇口、その他機器がしっかりと固定され、

空気、水、煙の漏れが一切ないような状態を維持すること。 
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 すべての制御装置が機能し、正しく調整されているようにすること。 

⑧ 空調、換気、排煙 

 すべてのバルブ、排気管、その他機器が完全に作動するようにすること。 

 すべての制御装置が機能し、正しく調整されているようにすること。 

⑨ 昇降機（エレベーター）設備 

 すべて必要時に適切に作動するようにすること。 

 監視装置は常時、正常に作動するようにすること。 

⑩ 防災設備 

 すべての防災設備が正常に作動するように維持すること。 

 

(10) 外構施設保守管理 

a)  業務対象及び内容 

① 要求水準書で規定されている施設の性能を維持するように外構各所の点検

（法定点 検、定期点検等）・保守・修繕・更新その他の一切の保守管理を行

うこと。なお、事業者は業務に伴う消耗品の購入も行うこと。 
② 植栽 

 事業敷地内の植栽及び植栽を維持するための構造物等を対象とする。 

 敷地東側の既存樹木保守管理は本学と打合せの上整備すること。 

③ 外構 

 施設（外灯､案内板､散水栓､計画により門扉･囲障･擁壁等のコンクリート構造物

等） 

 事業場所地盤（構内道路、駐車場、駐輪場等） 

 地中設備（埋設配管、暗渠及び排水桝等） 

 

b)  要求水準 

① 植栽 

 植栽を良好な状態に保ち、灌水を行い、害虫や病気から防御すること。 

 繁茂しすぎないように適宜剪定、刈り込みを行うこと。 

 風等により倒木しないように管理を行うとともに、万一枝等が散乱した場合は

適切な処理を行うこと。 

 施肥、除草等を計画的に行うこと。（薬剤散布又は化学肥料の使用に当たって

は、あらかじめ本学と協議すること） 

② 外構 

 各施設、設備とも本来の機能を発揮できる状態を保つこと。 

 

(11) 什器備品等保守管理 

a)  業務対象及び内容 

本施設の共用部の什器備品等を対象とする。事業者は、要求水準書で規定されて
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いる性能を維持するように点検・保守・修繕・更新その他の保守管理を行うこと。 
 

b)  要求水準 

① 什器及び備品等 

 施設運営に支障をきたさないように適切な什器・備品等の管理を行うこと。 

 什器・備品等について台帳を作成し、管理を適正に行うこと。 

 日常の保守管理で修繕・更新等が必要と思われる場合は、迅速に調査・診断を

行い、事業者の責任範囲であれば、至急修繕・更新等を実施すること。また、

責任範囲が明確でない場合は、本学とその責任の負担を協議のうえ、修繕・更

新等を実施すること。 

 

(12) 清掃衛生管理業務 

a)  業務対象及び内容 

本施設の敷地内、及び敷地内の建物を対象とする。ただし、宿舎・レンタルラボ

のプライベートエリアは除くとともに、コミュニティーエリアの共用リビングは

入居者間が主体的に利用する交流スペースであり一定の自主管理を促す仕組みを

構築するものとする。 
また、維持管理業務計画書に基づき清掃衛生管理業務責任者を配置すること。な

お、清掃衛生管理業務責任者は維持管理業務責任者と兼務可能とする。 
 
b) 要求水準 

① 日常清掃業務 

 日又は週を単位として定期的に実施すること。 

 現場を巡回し、床の掃き掃除や拭き掃除、紙くず・汚物処理、手すりの清

掃、マット清掃等を実施し、衛生的な状態を維持すること。 

② 定期清掃業務 

 週、月又は年を単位として定期的に実施すること。 

 現場を巡回し、床のワックス塗装やブラインド清掃、空調機のフィルター清

掃、共用部分のエアコン内部清掃及び金具磨き等を実施し、衛生的な状態を

維持すること。 

③ 外構清掃業務 

 敷地内にゴミ等が周辺に飛散して迷惑を及ぼすことを防止すること。 

 日常清掃は、ゴミ集積所、エントランス周りを行うこと（水払い、除塵等）。 

 屋外排水設備（敷地内の側溝、排水桝等）の水流をゴミ、落ち葉などで阻害

しないこと。 

④ ごみの収集・集積業務 

 ごみ集積所からのごみの回収は本学が実施するため、回収頻度や分別方法等

の詳細な内容については本学と協議の上、決定すること。 
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 発生するすべての廃棄物（一般廃棄物、産業廃棄物等）の適正な分別、保

管、収集、運搬等の業務を実施する。 

 

(13) 警備 

a)  業務対象及び内容 

 本施設の敷地内、及び敷地内の建物を含む、すべての建物の財産の保全及び

侵入者の監視等とする。 

 敷地内及び建物内（施設共用部、管理施設部分）の巡回 

 不審者の侵入・不審な車両の進入防止 

 戸締りの確認 

 放置物の除去等、避難動線の常時確保 

 不審物の発見・処置 

 急病、事故、犯罪、災害等発生時及びその他の異常発見時の初期対応 

 入退館者の監視・管理 

 監視カメラの監視・管理（監視カメラの常時監視は必要としない。） 

 警備業務終了後の日勤者への引継業務 

 

b)  要求水準 

 原則として事業者の担当者又は警備員が常駐及び巡回し、人的警備と機械警備

を併用し 365 日 24 時間警備を行うものとする。 

 事故、犯罪、災害の発生等、緊急時は、警察及び消防署、施設管理担当者への

通報を行うこと。 

 定位置への常駐及び巡回による警備のほか、監視カメラその他の機械を活用し

た警備を併用することにより、効率的に実施すること。 

 建物の出入口のセキュリティ設備を設けて監視すること。 

 施設の不具合及びそれに関係する事故の発生等に対して、必要に応じてヘルプ

デスク業務と連携し安全を確保すること。 

 警備員の英会話能力は求めない。 

 

(14) 大規模な修繕・更新 

本事業でいう大規模な修繕・更新業務とは、要求水準書等に示す機能を維持する

ために行う日常的及び定期的な修繕・更新業務のうち、一定の期間が経過した後に

まとめて行う大規模な修繕・更新業務のこととし、要求水準書等に示す機能を維持

するために行う修繕・更新業務の範囲を超えた、いわゆる建築工事や設備工事の全

面リニューアルまでを求めるものではない。 
 

2.3.7. 運営に関する業務水準 

(1) 基本的事項 

事業者は、業務計画書に基づき業務を実施する。なお、業務の実施にあたり、以
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下のことに対応すること。 
ア 苦情への対応 

事業者は、利用者等から寄せられた業務に関する苦情等に対し、再発の防

止措置を含め迅速かつ適切に対応し、対応の結果を速やかに本学に報告す

る。なお、必要に応じて本学と協議の上対応する。 
イ 対応を困難とすることが発生した場合は、本学に連絡の上、必要な指示を受け対

応すること。 
ウ 事業開始後においても入居者等の利便性の向上などについて積極的にアイデアを

本学に提示すること。（要求水準で示すサービス水準を満たしていれば、本学の承

認の上実施することができる。） 
 

また、業務の実施にあたっては、以下に留意すること。 
ア 事業者は、常時連絡可能な運営業務の窓口を設置し、本学に通知すること。 
イ 事業期間中、安定的かつ継続的なサービスの提供が行えるように配慮すること。 
ウ 利用者の安全を最優先にすること。各種窓口対応業務は日本語と英語で実施する

こと 
エ 各業務の実施にあたっては、維持管理の各業務とも十分に連携をとること。 
オ 運営業務の実施に必要な資機材及び消耗部品等は、事業者の負担で用意すること。 
カ 事業者は、サービスの質向上等について、本学および本学が提携する警備会社と

定期的に協議・連携関係強化を図ると共に、その実現に向け、最大限の努力を行

うこと。 
キ 業務に必要な有資格者については、事業者が用意すること。 

 

(2) 運営業務の実施体制 

ア 運営業務の実施に際しては、要求水準書及び事業者提案を満たすことを前提に、

効率的な配置を行うこと。また、法令等により資格を必要とする業務の場合には、

有資格者を選任すること。 
イ 運営業務の全体を総合的に把握し調整を行う運営業務責任者を定め、業務の開始

前に本学に届け出、本学の承諾を受けること。運営業務責任者を変更した場合も

同様とする。また、運営業務責任者の具体的要件は特に定めていないが、本事業

の目的・趣旨・内容を十分に踏まえた上で、その内容に応じ、必要な知識及び技

能を有する者とする。 
ウ なお、運営業務の実施に際し、運営業務責任者又は担当者は常勤とすること。ま

た、担当者が常勤をする際には、運営業務責任者に連絡がつく状態を確保するこ

と。 
 

(3) 業務計画書・報告書の作成 

事業者は、毎年度の運営業務の実施に先立ち、実施体制、実施工程等必要な事項

を記載 し、必要な関係法令、技術基準等を充足した各業務単位の業務計画書を作
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成し、業務開始の 30 日前までに本学へ提出し、承諾を得ること。また、運営業務

に係る日報、月報、年度報など定期的な総合報告書（以下、「運営業務報告書」と

いう。）を、各月毎に当該月の業務終了後速やかに本学に提出し、確認を得ること。 
 

2.3.8. 既存施設の解体・撤去業務に関する業務水準 

事業者は、要求水準書並びに技術提案書をもとに、各種調査、解体、設計、施工、

工事監理、を適切に行うこと。 

(1) 基本的事項 

ア 解体工事前に解体工事業務責任者を本学に届け出ること。 
イ 矢倉宿舎、南笠宿舎、看護師宿舎・国際交流会館・職員会館それぞれの解体工事

工程スケジュール・仮設計画を作成し、南笠宿舎においては一時的な残存棟への

影響が及ばないようにすること。 
ウ 上記に関わる各種許認可手続き等を行うこと。 
エ 解体業務の対象は資料●●を参考にし、対象地敷地及び解体工事対象建物など解

体工事に必要となる調査を実施すること。 
オ 各種許認可手続き等に係る手数料等の費用については、本学から支払う設計費に

含まれる。 
カ 解体工事の手順等については事業者の提案によるものとする。 
キ 着手前に解体工事及び廃棄物処理等のスケジュールについて本学の確認を受ける

こと。 
ク 解体工事により、周辺地域に大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤

沈下及び悪臭の発生、周辺道路の交通渋滞等の影響が及ばないよう十分な対策を

行うこと。 
ケ 解体工事により発生した廃棄物については、法令等に定められたとおり適切に処

理すること。特にアスベスト含有建材は、関係法令に基づき適切に解体・処分を

行うこと。 
コ 事業者の責任において工事関係車両の駐停車スペースを十分に確保し、周辺道路

で工事関係車両を待機させないこと。 
サ 地下埋設物等、当初想定されない施設・設備等が発見された場合は本学に報告し、

対応方法について協議を行うこと。 
シ 事業者は、工事中の安全対策について万全を期すとともに、大気汚染、水質汚濁、

土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭の発生、その他工事が学生・教職員の

生活環境に与える諸影響を勘案し、合理的に要求される範囲の対応を実施するこ

と。 
ス 南笠宿舎Ａ・Ｂ・Ｃ棟解体に伴うインフラ設備の盛替え等については、十分に検

討し一時的な残存棟への影響のないようにすること。 
 

(2) 提出書類 
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事業者は、適切な時期に以下で示す解体工事計画書及び解体工事完了図書を本学

に提出し、確認を受けること。 
 

a)  解体工事計画書 

工事着手の 2 週間前までに以下の書類を本学に提出し、確認を受け

ること。 
ア 実施企業とその業務内容・仕様 
イ 再委託等企業とその業務内容・仕様 
ウ 各解体工事業務責任者の所属企業、経歴及び実績、保持資格、連絡先 
エ 解体工事業務スケジュール（新築建物との関係を考慮すること） 
オ その他必要な事項 
 

b)  解体工事完了図書 

解体工事完了時に以下の書類を本学に提出し、確認を受けること。 
ア 解体工事完了届 
イ 解体工事記録写真 
ウ 解体工事完了調書エ 工事費内訳書 
オ 解体設計図書との整合性の確認結果 
カ 各種許認可申請及び届出図書 
キ その他必要な事項 
 

2.3.9. その他、申請・協議・調整等に関する業務水準 

ア 関係する法令等を遵守し、適切に申請、許認可の手続きを行うこと。 
イ 関係機関との協議内容を本学に報告し、各種許認可等の書類の写しを本学に提出

すること。 
ウ 開発行為及び建築基準法第 86 条第 1 項等に基づく一団地の総合的設計制度に係

る手続きが必要な場合について、滋賀県及び草津市と協議を行い、許認可等を取

得すること。 
エ 本学は必要と認めた場合、設計変更を求めることができる。 
オ 本学は必要に応じて、工事現場での施工の確認が出来るものとする。 
カ 完了検査後、本学に確認申請書（写）・消防計画書（写）、構造計算書（写）、各種

届け出及び許可書（写）、保証書（写）完成図書（CAD-DATA 共）・各種取扱説

明書・完成写真等を提出すること。 
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第 3 章 宿舎・レンタルラボに関する事項 

3.1. 各業務の期間及び範囲 

3.1.1. 施設整備業務の期間及び範囲 

ア 宿舎・レンタルラボの施設整備業務の期間は、契約締結日から令和● 年 ●月ま

でとし、整備範囲については本学と協議するものとする。ただし事業者の提案に

より、合理的な計画となる場合は工期を分けなくてもよいものとする。 
イ 優先交渉権者は、基本協定締結後、本学との協議を行った上で、詳細な工事手順・

工程計画を定めるものとする。 
ウ 本学、事業者のいずれの責めにもよらない事由により、スケジュールが遅延する

場合は、本学と事業者が協議してスケジュールを変更する。 
エ 施設整備業務の範囲は、宿舎・レンタルラボのすべてを対象とする。（施設整備業

務には、維持管理業務及び運営業務の事前準備期間を含むものとする） 
オ 既存建物（職員宿舎 ６棟）については、杭も含めて解体・撤去する予定であり、

樹木についても一部伐採・伐根の予定であるが、詳細な日程や範囲については公

募要領等において提示する。 
 

3.1.2. 民間付帯施設事業の期間及び範囲 

ア 本事業における民間付帯施設事業は、事業者の提案による事業を対象とする。 
イ 民間付帯施設事業に関する事業期間は、事業用定期借地権設定契約締結の日から

事業期間終了までとする。 
 

3.2. 整備に関する要求水準 

3.2.1. 施設計画に関する要求水準 

(1) 施設配置計画 

ア 周辺の施設や自然環境に配慮した配置計画とすること。 
イ 建物全体の活性化につながる配置計画とすること。 
ウ 宿舎を一棟とするか分棟とするか、また民間付帯施設と合築する等については事

業者の提案に委ねる。ただし、機能面やデザイン性を考慮して施設配置を分ける

場合は、関係法令を遵守し、特定行政庁に確認すること。 
 

(2) 機能配置及び動線計画 

ア 宿舎のエントランスは、公道からアクセスし易く、地域に開けた配置とすること

とし、サブエントランスを設ける場合は、宿舎の出入りを適切に管理できる人員

配置や設備の設置を行うこと。また、その他施設とのつながりや利便性に配慮し

た位置に配置すること。 
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イ レンタルラボを含むコミュニティーエリア及びプライベートエリア等の管理室

（管理エリア）はエントランスと隣接させて人の出入を視認できるようにする。

また、プライベートエリアはプライバシーに配慮した計画とすること。なお、交

流スペース等の配置場所は事業者の提案に委ねるものとするが、入居者間の交流

を促進するよう工夫し、隣接する諸室機能を考慮して配置すること。 
ウ レンタルラボ、交流スペースは 1 階に配置することが望ましいが、階を異にする

計画の場合は、垂直動線に十分配慮した計画とすること。 
エ 駐輪場等は、利便性に配慮した計画とすること。また、キャンパスの景観に配慮

すること。 
オ 居室の配置については、基本的には男女の区別、日本人学生と留学生の区別はし

ないこととし、一部に女性専用エリアを設けるなどセキュリティに十分に配慮の

上、管理が容易な計画とすること。 
カ エントランス、階段、共用廊下、エレベーター等は利用者にとって、わかりやす

く明快な平面構成及び動線計画とすること。通行の支障となる突出物は設けない

こと。 
キ コミュニティーエリア及び管理エリアへは入居者及び施設管理者のみが通れるも

のとする。 
ク 民間付帯施設の配置箇所は事業者提案に委ねるが、民間付帯施設から入居者及び

施設管理者以外のものがコミュニティーエリア及びプライベートエリアへは出

入できないようにすること。 
ケ 1 階に設ける共用トイレは、入居者だけでなくレンタルラボの利用者も使用でき

るように配置すること。 
コ 日常の入居者出入口はメインアプローチ一箇所とし、非常口については、非常時

に解錠が出来る仕組みとすること。 
サ 主な施設構成及び相互（プライベート、コミュニティー、管理の各エリア）動線

は関係性を重視した支障の無いものとすること。また、民間付帯施設のエントラ

ンスを別途設けるかは任意提案とする。 
 

(3) 設備計画 

a)  電力設備 

ア 電気設備の幹線ルート等については本学と協議による引き込み位置とすること。 
イ 計量は居室、共用部分にそれぞれ積算電力メーター（計量法に基づく検定品）を

設置して行い、計量法に基づいて更新する。また、省力化を図れるシステムを採

用すること。 
ウ 各居室でエアコン、調理器具等を同時に使用可能なアンペアとすること。 

 
b)  照明設備 

ア 各部屋に照明器具（LED 照明）を設置し、コンセント等の配管工事を行うこと。 
イ 非常照明、誘導灯（バッテリー内蔵型）を関連法令に基づき設置すること。 
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ウ 共用部分の照明は夜間の減灯を考慮すること。 
エ スイッチ等の位置については、家具配置を考慮の上、支障のない位置に設置する

こと。また、コンセントは設備・備品の陰にならない位置に設けること。 
オ 適宜、センサー付きの器具とし省電力化に努めること。 
 
c)  セキュリティ設備 

ア コミュニティーエリアの出入口にセキュリティ設備を設置し、外部から関係者以

外の侵入を防止するとともに入退館システムを設置すること。また、プライベー

トエリアの各居室の玄関扉にセキュリティ設備を設置すること。 
イ スマート電気錠等で入館管理ができるようにすること。 
 
d)  電話・テレビ受信・通信設備（レンタルラボを除く） 

電話・インターネット回線はキャンパス外部より引き込むこととし、下記に定め

るものを適切に設置すること。 
ア 管理室に電話用モジュラコンセントを設置すること。 
イ 各居室にテレビ受信端子（地上デジタル放送及び BS デジタル放送）を設置する

こと。 
ウ 各居室にインターネット（有線または無線）が利用できる設備を設置すること。 

 

e)  レンタルラボに係る通信設備 

レンタルラボは学内ネットワークに接続可能とし、配線及び Wi-fi 機器等は本学

が設置する。宿舎内の接続箇所や個数については、本学と協議の上決定するものと

する。 
 

f)  放送設備（非常用放送設備兼用可） 

ア 館内放送用に、放送設備を設置すること。 
イ スピーカーは天井埋め込み型を基本とすること。 
ウ スピーカーを設置する諸室には、音量調整器を設け､個別の音量調整が可能な計

画とすること。 
 

g)  空調設備 

ア 部屋の用途・目的に応じて空調設備を設置すること。なお、設計温湿度の外気条

件及び室内条件は適用基準を満たすこと。 
イ 空調方式は個別方式とし、室外機の設置場所は管理及び外観デザインに配慮し、

塩害を考慮した仕様とすること。 
ウ 空調システムは環境性及び経済性も考慮し、各居室単位で温度設定及び運転制御

が可能なようにする。 
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h)  給水設備 

ア 上水引き込み、圧送方式等は草津市水道局と打合せによることとする。 
イ 計量は居室、共用部分にそれぞれ積算水道メーター（計量法に基づく検定品）を

設置して行い、計量法に基づいて更新する。計量方法詳細は事業者提案によるこ

ととする。 
 
i)  給湯設備 

ア 給湯負荷及び給湯方式は、電気式又はガス式とし、局所式給湯方式とすること。 
イ シャワー、ユニットバス、洗面器、キッチン流しに給湯を行うこと。 
ウ 上記以外の共用部分等の給湯が必要な個所については、適宜設置すること。 
 
j)  排水設備 

汚水雑排水の放流先は草津市下水道局と協議すること。 
 

k)  都市ガス設備 

外部より引き込むこととし、ガス事業者の規定に基づき計画すること。 
 

l)  昇降機設備 

ア エレベーターは効率性やライフサイクルコスト等を考慮しメーカー及び機種を選

定すること。 
イ 各フロアに必ずフラットにアクセスできるように計画するものとするが、横動線

の長さについては特段に規定しないものとする。 
ウ エレベーター内には、車椅子対応乗り場ボタン、横型操作盤、電光表示盤、音声

誘導、点字表示板、かご内鏡、手すり、ドアセンサー、ドア開放延長、防犯カメ

ラを設けること。 
エ プライベートエリアへのセキュリティ機能を持つこと。 
 
m)  その他 

ア 各種設備や防災関係の自動監視は集中化を図り、管理室で一元管理できるように

すること。 
イ 電気室は、水による事故等が発生しないように留意すること。 
ウ 各種機器や配管・ダクト類は、地震時の転倒防止、振動等に配慮し、適切な耐震

措置を行うこと。 

3.2.2. 外構等に関する要求水準 

(1) 道路・通路等 

ア 西側道路にある既存街路樹と歩道を活かした良好な歩行空間を敷地内に設けるこ

と。 
イ 宿舎敷地内通路から出入口に円滑にアクセスするための車寄せ通路を設けること。 
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(1) 駐車場・駐輪場等 

ア 入居者用駐車場 200 台以上、管理・搬入・来客用の駐車場を 4 台程度設けるこ

と。前面道路からのアクセスは車両動線を明確に区分すること。入居者用駐車場

については、宿舎整備の流れに沿った台数を工期ごとに確保すること。 
イ バリアフリー駐車場、管理用駐車場を宿舎の出入り口付近に 2 台程度設けるこ

と。 
ウ 引越し時期など、一時的に車の利用が多くなることが想定されるため、臨時駐車

場として使用できるスペースを敷地内に設けること。なお、日常の使用方法につ

いては事業者の提案に委ねるものとする。 
エ 入居者用の屋根付き駐輪場を 適宜設置し、バイク利用者用にバイク置き場（屋根

付き）を 10 台程度設置すること。 
 

(2) ごみ集積所 

ア サイン等を工夫し留学生にとっても分別廃棄しやすい集積施設とし、設置場所、

規模は収集車の停車スペースの確保に留意するとともに、ごみ集積所からのごみ

の回収は本学が実施するため詳細な仕様については本学と協議の上、決定するこ

と。 
イ 水栓及び排水施設（雨水が流入する場合は雨水排水）を設けること。 
ウ カラス等にごみを荒らされないような対策を講じること。 
 

3.3. 業務に関する水準 

3.3.1. 維持管理に関する業務 

(1) 業務実施時間 

事業期間中は原則として平日 9 時から 18 時まで、土・日・祝日 9 時から 18 
時までの間 に、業務を実施する。緊急時の対応などについては、事業者が一時対

応担当者としての役割を担い、必要に応じて本学及び本学が提携している警備会

社と連絡・調整を図り、円滑に業務を実施すること。 
 

3.3.2. 運営に関する業務水準 

(1) 業務実施時間 

事業期間中は原則として平日 9 時から 18 時まで、土・日・祝日 9 時から 18 
時までの間 に、業務を実施する。緊急時の対応等については、事業者が一時対応

担当者としての役割を担い、必要に応じて本学及び本学が提携している警備会社

と連携を図ること。なお、緊急時の対応には業務時間外の入・退去手続き（鍵及び

寝具セットの受け渡し等）、夜間訪問者対応、事件・事故の一時窓口対応等を含む

ものとする。 
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(2) 管理運営業務（必須事業）  

a)  施設管理業務 

以下に施設管理業務の内容を列挙するが、ここでは最低限の業務内容を示してお

り宿舎を管理運営する上で、その他必要な事項が生じた場合は、柔軟に対応するこ

と。 
① 入居者選考及び部屋割り支援業務 

ア 本学が定める諸規定等に基づき、事業者が入居者選考並びに入居許可者の居

室の部屋割りを行うこと。本学は、当該選考結果を受けて、入居許可の決定

をする。 
イ 要求水準 

 入居者選考等は重要な事項であり、個人情報保護法に基づく適正な管理を

行うこと。 

 本学が定める諸規定等により難い場合は、事業者は本学と協議の上、本学

の判断に基づくものとする。 

 部屋割り等においては本学に意見を求めることができる。また、必要に応

じて本学より部屋割り等についての意見を伝える場合があるため対応する

こと。 

 入居者名簿を作成し、入居者の入居開始、退居の都度同名簿を更新し、常

時、入居者を把握すること。また、個人情報の漏洩に十分に配慮したシス

テム管理を実施すること。 

② 入居及び退去に関する手続き業務 

ア 入居及び退去を円滑に行うための業務を実施すること。 
イ 要求水準 

 事業者は、入居者と宅地建物取引業法に基づき契約を行うこと。 

 宿舎の安全性に十分配慮した上で、鍵等の受け渡しに際しては、学生証等

で本人確認を行うこと。 

 入居及び退去時の部屋の状況の確認は適切に実施すること。 

③ 鍵・自転車等の管理業務 

ア 入居者用鍵、予備鍵、管理部門鍵及びマスターキー、レンタルラボ鍵等の保

管及び管理を行うこと。なお、入居者が宿舎を出入りする際に、カードキー

を用いるか顔認証等とするかは事業者の提案とする。 
イ 宿舎の駐輪場等利用者の許可及び管理は事業者が実施すること。 
ウ 要求水準 

 入居者用鍵等の保管及び管理、セキュリティ設備の管理等に関するル

ールを策定し、適切に実施すること。 

 利用を許可した自転車等にはシールを配布するなど適切に管理を行い、放

置自転車等の発生を防ぐこと。 

④ 入居説明書の作成業務（和文、英文） 
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ア 宿舎の利用に関する説明書を和文及び英文で作成する。部数については、入

居者全員に配付可能な数を準備すること。 
イ 要求水準 

 入居者に対し、図解等が入り、理解しやすい資料であること。 

⑤ 宿舎の利用方法の説明業務 

ア 入居開始者に対して入居説明書及びレンタルラボの利用方法を説明し、実際

に宿舎を案内して施設の利用方法を説明する。入居開始者が多い時期につい

ては、多目的室で入居者説明会及びレンタルラボの利用説明会を開催する。

説明に際しては、入居者のニーズに応じた柔軟な対応を行うこと。 
イ 地域住民から苦情、入居者の悪質な素行等、入居者全員に再説明が必要な場

合、本学からの要請により開催すること。 
ウ 要求水準 

 入居者のニーズに応じた分かりやすい説明を行うこと。 

 来日直後の留学生に対しては、これまでの習慣・文化と異なることか

ら、多言語（英語は必須とする）で分かりやすく対応すること。ま

た、慣習・文化の相違を考慮した上で、適切な説明を行うこと。 

⑥ レンタルラボの予約管理・運営業務 

ア 入居者以外が利用する場合、予約システムを活用してレンタルラボの利用状

況を管理すること。 
イ レンタルラボの利用状況に応じて、可動間仕切りや家具の移動等設営を行う

こと。 
ウ 要求水準 

 予約方法は事業者のノウハウを活用し、利用者の利便性向上を図ること。 

 利用者名簿を作成し、常時、利用数や利用時間、利用用途等を把握するこ

と。 

⑦ 宿舎費等徴収業務 

ア 事業者は、本学に代わって入居者から宿舎費徴収を行うこと。また事業者の

料金徴収のノウハウを活用することにより、徴収業務を効率化し、入居者の

利便性の向上を図ること。 
イ 光熱水費は、プライベートエリアについては入居者の負担とし、事業者が徴

収し、電力会社等に支払う。また、入居者の納付内訳一覧表を本学へ提出す

ること。入居者負担以外の部分（レンタルラボ、宿舎全体共用部分、管理施

設等）及び外構については、事業者の管理運営業務（施設管理業務）のサー

ビスに係る対価に含むものとし、事業者自らが電力会社等に支払うこと。 
ウ 要求水準 

 徴収方法の提案については、入居者及び利用者の利便性を考慮したも

のであること。 

 事業者が定める期限内に宿舎費等の徴収が完了できるように、入居者

に対し、事前の通知を行うこと。 
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 宿舎費等を滞納した入居者に対して、催促に係る文書交付等を行うこ

と。督促業務を行っても支払いされない入居者については、本学に報

告し、その指示を仰ぐこと。 

 

b)  空室補修・クリーニング業務 

① 事業者は、入居者が退居した居室の空室補修・部屋のクリーニング・適切な設

備の清掃を行い、速やかに次期入居者を受け入れられる状態に復旧すること。 

② 居室については、退居時に実施するものとし、居室以外の共用部については、

２年以内ごとに空室補修・クリーニングと同等の業務を実施すること。 

③ 退居時の空室補修・クリーニングに要する費用は、原則として、事業者の負担

とする。ただし、入居者が本来行うべき入居期間中の清掃を怠ったことが原因

によるクリーニング費用及び入居者の故意又は過失による汚れ等の空室補修・

クリーニングに要する費用は、入居者の負担とする。 

④ 次期入居者を受け入れられる状況になり次第、本学へ空室状況について連絡

すること。 

 

c) 留学生支援業務 

事業者は、宿舎に入居予定の留学生に対して、本学が実施するバス送迎や手

続き支援等の案内や日時の周知・調整等を実施することで、留学生が円滑に生

活を送れるように支援すること。 
 

d)  レンタルラボの利活用業務 

・空き時間については、事業者の提案に基づき貸出するなど、独立採算による

施設利活用をすること。（使用料金等を徴収することも可能とする。） 
 




